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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　分散剤の存在下、結着樹脂および着色剤を含む不定形樹脂粒子であって、着色剤の分散
径が０．０１μｍ以上０．５μｍ以下の不定形樹脂粒子を、水性媒体中に分散させて、不
定形樹脂粒子のスラリーを得る分散工程と、
　スラリーに含まれる不定形樹脂粒子を細粒化して、体積平均粒子径が０．４μｍ以上２
．０μｍ以下の樹脂含有粒子のスラリーを得る細粒化工程と、
　前記樹脂含有粒子のスラリーに、２価以上の金属塩を添加し、前記樹脂含有粒子を凝集
させる凝集工程とを含み、
　前記分散工程において用いる前記分散剤は、重量平均分子量が４０００を超えて１００
００以下であり、アニオン性極性基を主鎖に結合するポリマーであるポリアクリル酸のア
ルカリ金属塩であり、前記アニオン性極性基の前記アルカリ金属塩による中和度が９０モ
ル％以上１００モル％以下であり、
　前記細粒化工程における前記不定形樹脂粒子のスラリーの温度は、前記分散剤のガラス
転移温度Ｔｇ［℃］に１００［℃］を加算した基準温度（Ｔｇ＋１００［℃］）未満であ
ることを特徴とする樹脂含有粒子の凝集体の製造方法。
【請求項２】
　前記２価以上の金属塩は、
　前記ポリマーが有するアニオン極性基の全価数が、前記２価以上の金属塩の全価数より
も多くなる量で、前記樹脂含有粒子のスラリーに添加されることを特徴とする請求項１記
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載の樹脂含有粒子の凝集体の製造方法。
【請求項３】
　前記２価以上の金属塩は、
　前記分散剤１００重量部に対して６５重量部以上３００重量部以下の割合で前記樹脂含
有粒子のスラリーに添加されることを特徴とする請求項２記載の樹脂含有粒子の凝集体の
製造方法。
【請求項４】
　前記２価以上の金属塩は、溶液の形態で使用されることを特徴とする請求項１～３のい
ずれか１つに記載の樹脂含有粒子の凝集体の製造方法。
【請求項５】
　前記２価以上の金属塩の溶液は、
　前記２価以上の金属塩の濃度が５重量％以上３０重量％以下であることを特徴とする請
求項４記載の樹脂含有粒子の凝集体の製造方法。
【請求項６】
　前記２価以上の金属塩の溶液は、
　０．０５ｍＬ／分以上０．２０ｍＬ／分以下の滴下速度で、前記樹脂含有粒子のスラリ
ーに滴下されることを特徴とする請求項５記載の樹脂含有粒子の凝集体の製造方法。
【請求項７】
　前記分散工程において、前記不定形樹脂粒子は、
　水性媒体１００重量部に対して３重量部以上５０重量部以下の割合で使用されることを
特徴とする請求項１～６のいずれか１つに記載の樹脂含有粒子の凝集体の製造方法。
【請求項８】
　前記分散工程において、前記分散剤は、
　前記不定形樹脂粒子１００重量部に対して５重量部以上２０重量部以下で使用されるこ
とを特徴とする請求項１～７のいずれか１つに記載の樹脂含有粒子の凝集体の製造方法。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか１つに記載の樹脂含有粒子の凝集体の製造方法によって製造さ
れる凝集体であり、結着樹脂および着色剤を含む樹脂含有粒子の凝集体からなるトナーで
あって、
　体積平均粒子径が４μｍ以上８μｍ以下であり、含有される着色剤の粒子径が０．０１
μｍ以上０．５μｍ以下であることを特徴とするトナー。
【請求項１０】
　請求項９記載のトナーを含むことを特徴とする現像剤。
【請求項１１】
　請求項１０記載の現像剤を用いて、像担持体に形成される潜像を現像してトナー像を形
成することを特徴とする現像装置。
【請求項１２】
　潜像が形成される像担持体と、
　像担持体に潜像を形成する潜像形成手段と、
　請求項１１に記載の現像装置とを備えることを特徴とする画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、樹脂含有粒子の凝集体の製造方法、トナー、現像剤、現像装置および画像形
成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　潜像を顕像化するトナーは、種々の画像形成プロセスに用いられており、その一例とし
て電子写真方式の画像形成プロセスに用いられることが知られている。
【０００３】
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　電子写真方式を用いて画像を形成する画像形成装置は、感光体と、帯電手段と、露光手
段と、現像手段と、転写手段と、定着手段とを備える。帯電手段は、感光体表面を帯電さ
せる。露光手段は、帯電状態にある感光体表面に信号光を照射して画像情報に対応する静
電潜像を形成する。現像手段は、感光体表面に形成された静電潜像に現像剤中のトナーを
供給してトナー像を形成する。転写手段は、感光体表面に形成されたトナー像を記録媒体
に転写する。定着手段は、転写されたトナー像を記録媒体に定着させる。クリーニング手
段は、トナー像転写後の感光体表面を清浄化する。このような画像形成装置では、現像剤
として、トナーを含む１成分現像剤、またはトナーとキャリアとを含む２成分現像剤を用
いて静電潜像を現像し、画像を形成する。ここで用いられるトナーは、マトリックスであ
る結着樹脂中に着色剤、離型剤であるワックスなどを分散させて粒状化した樹脂粒子であ
る。
【０００４】
　電子写真方式を用いる画像形成装置は、画像品位の良好な画像を高速でかつ安価に形成
できるので、複写機、プリンタ、ファクシミリなどに利用され、最近における普及は目覚
しいものがある。それに伴って、画像形成装置に対する要求は一層厳しくなっている。な
かでも画像形成装置によって形成される画像の高精細化、高解像化、画像品位の安定化、
画像形成速度の高速化などが特に重視される。これらを達成するには、画像形成プロセス
および現像剤の両面からの検討が必要不可欠になっている。
【０００５】
　画像の高精細化、高解像化に関して、現像剤の面からは、静電潜像を忠実に再現するこ
とが重要との観点から、トナー粒子の小径化が解決すべき課題の１つになっている。小径
化トナー粒子の製造方法としては、たとえば、乳化凝集法が知られている。乳化凝集法に
よれば、水中にて結着樹脂、着色剤、離型剤などを含む着色樹脂粒子を生成させ、この着
色樹脂粒子を凝集させることによって、トナー粒子が製造される。
【０００６】
　乳化凝集法によって製造される小径化トナー粒子としては、たとえば、酸価が１．０～
２０ｍｇＫＯＨ／ｇにあり、トナー粒子中の残留界面活性剤の含有量が３重量％以下で、
かつ２価以上の電荷を有する水溶性無機金属塩からなる凝集剤を１０ｐｐｍ以上で１重量
％以下含有するトナーが提案されている（たとえば、特許文献１参照）。
【０００７】
　特許文献１に開示のトナーは、次のようにして製造される。まず樹脂微粒子分散液、着
色剤分散液、およびワックス分散液を混合し、混合液を作製する。次いでその混合液の分
散媒に溶解する２価以上の電荷を有する無機金属塩を少なくとも含む凝集剤を添加して凝
集体を形成した後、前記樹脂のガラス転移温度以上の温度に加熱して凝集体を融合してト
ナー粒子を形成する。このような製造方法において、トナー粒子中に含まれる界面活性剤
量を一定量以下にし、かつ凝集に使用した２価以上の無機金属塩を特定の範囲で含有させ
、結着樹脂中にイオン架橋を導入させることによって、特許文献１に開示のトナーを得る
。
【０００８】
　このようなトナーの製造方法においては、樹脂粒子、着色剤粒子、およびワックス粒子
が水系媒体中にそれぞれ形成された樹脂微粒子分散液、着色剤分散液およびワックス分散
液を混合し、樹脂粒子、着色剤粒子、およびワックス粒子を凝集させる。これによって、
各粒子の凝集体であるトナーが形成される。このような粒子の凝集体であるトナーでは、
その表面に顔料粒子およびワックス粒子が露出する。ワックス粒子が表面に露出すると、
保存安定性が低下し、またワックス粒子がトナーから脱離することによって耐オフセット
性が低下する。また着色剤粒子の露出によって、トナーの帯電性能が不均一になる。また
凝集体同士における樹脂の割合と、着色剤の割合と、ワックスの割合とにばらつきが生じ
ることによって、トナーの帯電安定性が得られないことがある。
【０００９】
　このような問題に鑑み、低分子量樹脂中にワックス２５～７５重量％および着色剤を含
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有させたワックスマスターバッチ粒子を作製し、このワックスマスターバッチ粒子と結着
樹脂粒子とを凝集させることによって、各粒子の凝集体からなるトナーを得る方法が提案
されている（たとえば、特許文献２参照）。特許文献２では、低分子量樹脂中にワックス
および着色剤を含有させたワックスマスターバッチを作製し、乾式粉砕または湿式粉砕に
よって１０ｎｍ～５ｍｍのワックスマスターバッチ粒子を作製する。また乳化重合によっ
て平均粒径５０～８００ｎｍの結着樹脂粒子を作製する。次いで、作製されたワックスマ
スターバッチ粒子が分散した分散液と、作製された結着樹脂粒子が分散した分散液とを混
合し、ワックスマスターバッチ粒子と結着樹脂粒子とを凝集させる。その後、加熱して粒
子の凝集体を融着させ、トナーを形成する。
【００１０】
　特許文献２に開示されるトナーは、ワックスマスターバッチ粒子中に、ワックスマスタ
ーバッチ粒子の粒径に比べて小さい粒径でワックスおよび着色剤が分散されている。した
がってこのようなワックスマスターバッチ粒子と結着樹脂粒子とが凝集されてなる凝集体
の表面に露出する顔料およびワックスの量を、特許文献１に開示されるトナーに比べて低
減することができる。
【００１１】
　しかしながら、特許文献２に開示されるトナーは、ワックスマスターバッチ粒子と結着
樹脂粒子という、含有成分および組成の異なる粒子が凝集されて形成されるので、個々の
トナーの着色剤含有量、ワックス含有量などにばらつきが生じる場合がある。したがって
特許文献２に開示されるトナーによっても、帯電安定性が得られないという問題について
は解決されない。また特許文献２に開示されるトナーは、ワックスマスターバッチ粒子と
結着樹脂粒子とをそれぞれ作製することが必要であり、製造工程が煩雑である。
【００１２】
【特許文献１】特許３１０７０６２号公報
【特許文献２】特開２００４－２９５０２８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本発明の目的は、簡単な製造方法によって製造することができ、微細な樹脂含有粒子の
凝集体であるにも関わらず着色剤粒子もしくは離型剤粒子が表面に露出せず、また着色剤
含有量、離型剤含有量にばらつきのないトナー、および該トナーに利用される樹脂含有粒
子の凝集体の製造方法を提供することである。
【００１４】
　また本発明の目的は、前記トナーを含む現像剤、前記現像剤を用いて潜像を現像する現
像装置および前記現像装置を備える画像形成装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
　本発明は、分散剤の存在下、結着樹脂および着色剤を含む不定形樹脂粒子であって、着
色剤の分散径が０．０１μｍ以上０．５μｍ以下の不定形樹脂粒子を、水性媒体中に分散
させて、不定形樹脂粒子のスラリーを得る分散工程と、
　スラリーに含まれる不定形樹脂粒子を細粒化して、体積平均粒子径が０．４μｍ以上２
．０μｍ以下の樹脂含有粒子のスラリーを得る細粒化工程と、
　前記樹脂含有粒子のスラリーに、２価以上の金属塩を添加し、前記樹脂含有粒子を凝集
させる凝集工程とを含み、
　前記分散工程において用いる前記分散剤は、重量平均分子量が４０００を超えて１００
００以下であり、アニオン性極性基を主鎖に結合するポリマーであるポリアクリル酸のア
ルカリ金属塩であり、前記アニオン性極性基の前記アルカリ金属塩による中和度が９０モ
ル％以上１００モル％以下であり、
　前記細粒化工程における前記不定形樹脂粒子のスラリーの温度は、前記分散剤のガラス
転移温度Ｔｇ［℃］に１００［℃］を加算した基準温度（Ｔｇ＋１００［℃］）未満であ
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ることを特徴とする樹脂含有粒子の凝集体の製造方法である。
【００２２】
　また本発明は、前記２価以上の金属塩は、
　前記ポリマーが有するアニオン極性基の全価数が、前記２価以上の金属塩の全価数より
も多くなる量で、前記樹脂含有粒子のスラリーに添加されることを特徴とする。
【００２３】
　また本発明は、前記２価以上の金属塩は、
　前記分散剤１００重量部に対して６５重量部以上３００重量部以下の割合で前記樹脂含
有粒子のスラリーに添加されることを特徴とする。
【００２４】
　また本発明は、前記２価以上の金属塩は、溶液の形態で使用されることを特徴とする。
　また本発明は、前記２価以上の金属塩の溶液は、
　前記２価以上の金属塩の濃度が５重量％以上３０重量％以下であることを特徴とする。
【００２５】
　また本発明は、前記２価以上の金属塩の溶液は、
　０．０５ｍＬ／分以上０．２０ｍＬ／分以下の滴下速度で、前記樹脂含有粒子のスラリ
ーに滴下されることを特徴とする。
【００２６】
　また本発明は、前記分散工程において、前記不定形樹脂粒子は、
　水性媒体１００重量部に対して３重量部以上５０重量部以下の割合で使用されることを
特徴とする。
【００２８】
　また本発明は、前記分散工程において、前記分散剤は、
　前記不定形樹脂粒子１００重量部に対して５重量部以上２０重量部以下で使用されるこ
とを特徴とする。
【００２９】
　また本発明は、前記樹脂含有粒子の凝集体の製造方法によって製造される凝集体であり
、結着樹脂および着色剤を含む樹脂含有粒子の凝集体からなるトナーであって、
　体積平均粒子径が４μｍ以上８μｍ以下であり、含有される着色剤の粒子径が０．０１
μｍ以上０．５μｍ以下であることを特徴とするトナーである。
【００３１】
　また本発明は、前記本発明のトナーを含むことを特徴とする現像剤である。
　また本発明は、前記本発明の現像剤を用いて、像担持体に形成される潜像を現像してト
ナー像を形成することを特徴とする現像装置である。
【００３２】
　また本発明は、潜像が形成される像担持体と、
　像担持体に潜像を形成する潜像形成手段と、
　前記本発明の現像装置とを備えることを特徴とする画像形成装置である。
【発明の効果】
【００３３】
　本発明によれば、分散工程において、分散剤の存在下、結着樹脂および着色剤を含む不
定形樹脂粒子であって、着色剤の分散径が０．０１μｍ以上０．５μｍ以下の不定形樹脂
粒子を、水性媒体中に分散させて、不定形樹脂粒子のスラリーを得る。また細粒化工程に
おいて、スラリーに含まれる不定形樹脂粒子を細粒化し、体積平均粒子径が０．４μｍ以
上２．０μｍ以下の樹脂含有粒子のスラリーを得る。体積平均粒子径がこのような範囲の
樹脂含有粒子を用いることによって、たとえば粒子凝集体をトナーとして用いる場合、ト
ナーとして好適な粒子径を有する粒子凝集体を得ることができる。そして、凝集工程にお
いて、樹脂含有粒子のスラリーに、２価以上の金属塩を添加し、樹脂含有粒子を凝集させ
る。ここで、分散工程において用いる分散剤は、重量平均分子量が４０００を超えて１０
０００以下であり、アニオン性極性基を主鎖に結合するポリマーであるポリアクリル酸の
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アルカリ金属塩であり、前記アニオン性極性基の前記アルカリ金属塩による中和度が９０
モル％以上１００モル％以下である。
　このような分散剤の存在下で粒子を水性媒体に添加すると、水性媒体の温度が分散剤の
凝集開始温度よりも低い場合、アニオン性極性基が水性媒体中の水分子と水素結合するの
で、水性媒体中に投入された粒子が分散する。これによって粒子のスラリーが得られる。
また水性媒体の温度が分散剤の凝集開始温度以上である場合、アニオン性極性基と水分子
との水素結合が切れ、水性媒体中で分散する粒子が凝集される。このようにアニオン性極
性基を主鎖に結合するポリマーを含む分散剤は、水性媒体の温度を変化させることによっ
て、水性媒体中に粒子を分散させる分散能と、水性媒体中で分散している粒子を凝集させ
る凝集能とを示す。これによって凝集剤と分散剤とを個別に用いる必要がなくなる。また
分散剤と凝集剤との組合せを考慮する必要がなくなる。さらに水性媒体の温度が分散剤の
凝集開始温度よりも低い場合において、アニオン性極性基が水性媒体中の水分子と水素結
合するので、粒子を水性媒体から単離させるときに、分散剤を水洗浄によって粒子から除
去することができ、不純物を含まない粒子を得ることができる。ここで分散剤の凝集開始
温度とは、分散剤に含まれるポリマーのアニオン性極性基と水分子との水素結合が切れる
温度である。凝集が開始したか否かは、目視によって確認できる。
【００３４】
　また分散剤は、ポリアクリル酸のアルカリ金属塩である。ポリアクリル酸は、主鎖に弱
酸であるカルボキシル基を有するポリマーである。主鎖に極性基を有するポリマーでは、
ポリマー中の極性基の数が多くなる。したがって、個々の極性基がたとえば強酸などの強
力な影響を及ぼすものであると、凝集が過度に進み、制御が困難となる。ポリアクリル酸
は、主鎖に弱酸であるカルボキシル基を有するポリマーであるので、個々の極性基の影響
を可及的に小さくすることができる。これによって、水性媒体の温度が分散剤の凝集開始
温度未満の場合には水性媒体中に粒子を分散させる分散能を示し、また水性媒体の温度が
分散剤の凝集開始温度以上の場合には水性媒体中で分散している粒子を凝集させる凝集能
を示すことができる。
　また分散剤は、重量平均分子量が４０００を超えて９００００以下である。ポリマーの
重量平均分子量が４０００以下であると、重量平均分子量が４０００を超える場合に比べ
て、ポリマーの立体構造が比較的単純になるので、分散能には優れるものの、分散安定性
に乏しくなるおそれがある。このように分散安定性に乏しい分散剤を用いて粒子を分散さ
せると、分散された粒子が再び凝集してしまうおそれがある。ポリマーの重量平均分子量
が９００００を超えると、重量平均分子量が９００００以下である場合に比べて、ポリマ
ーが複雑な立体構造を有するので、分散安定性には富むものの、分散能が低くなるおそれ
がある。また分散剤と粒子とを含むスラリーを調製した場合、ポリマーの重量平均分子量
が９００００以下である場合に比べて、スラリーの粘性が上昇するので、たとえば高圧ホ
モジナイザを用いてスラリー中の粒子を細粒化する高圧ホモジナイザ法に用いる場合、高
圧ホモジナイザのノズルなどの細管部分での詰まりを誘発し易く、不向きである。前述の
ようにポリマーの重量平均分子量を４０００を超えて９００００以下にすることによって
、分散能および分散安定性のいずれにも優れるとともに、スラリーの粘度上昇を抑えるこ
とが可能であり、高圧ホモジナイザ法に好適な分散剤を実現することができる。
　また、細粒化工程におけるスラリーの温度は、前記分散剤のガラス転移温度Ｔｇ［℃］
に１００［℃］を加算した基準温度（Ｔｇ＋１００［℃］）未満である。細粒化工程にお
けるスラリーの温度が基準温度以上であると、分散剤が分散能を失った状態で不定形樹脂
粒子の細粒化が行われるおそれがあり、分散工程で分散された不定形樹脂粒子が、細粒化
工程で再び凝集し、所望の粒径の樹脂含有粒子が得られないおそれがある。また高圧ホモ
ジナイザを用いて細粒化が行われる場合には、凝集した不定形樹脂粒子が配管を詰まらせ
てしまうおそれがある。前述のように細粒化工程におけるスラリーの温度を基準温度未満
にすることによって、分散剤の分散能を維持して、細粒化工程における不定形樹脂粒子の
再凝集を防ぐことができるので、所望の粒径の樹脂含有粒子をより確実に得ることができ
る。また高圧ホモジナイザを用いて細粒化が行われる場合に配管が詰まってしまうことを
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防ぐことができる。
　さらに凝集工程において、樹脂含有粒子のスラリーに２価以上の金属塩を添加し、樹脂
含有粒子を凝集させる。このように、２価以上の金属塩を用い、２価以上の金属塩の金属
イオンと、分散剤のアニオン性極性基とを結合させることによって、２価以上の金属塩を
用いない場合に比べて、樹脂含有粒子の凝集度合の制御が容易になり、均一な大きさおよ
び形状の粒子凝集体を得ることができる。
　また結着樹脂および着色剤を含む樹脂含有粒子が凝集されることによって、結着樹脂粒
子および着色剤粒子が凝集してなる粒子凝集体に比べて、着色剤などの結着樹脂以外の成
分の粒子凝集体表面における露出量を少なくすることができる。また粒子凝集体の着色剤
含有量のばらつきを小さくすることができる。これによって、製造された粒子凝集体を、
たとえば画像形成用のトナーに好適に用いることができる。
【００３５】
　また分散剤は、アニオン性極性基のアルカリ金属塩基による中和度が９０モル％以上１
００モル％以下である。アニオン性極性基のアルカリ金属塩基による中和度とは、アニオ
ン性極性基のモル数に対する、添加されたアルカリ金属塩基のモル数の比率を百分率で表
したものである。
【００３６】
　ポリマーのアニオン性極性基が中和されていることによって、ポリマーの水溶性を高め
、分散剤の分散能を高めることができる。またポリマーのアニオン性極性基は、揮発性の
ない塩基であるアルカリ金属塩基によって中和されているので、アルカリ金属塩基以外の
塩基で中和されている場合に比べて、ポリマーの中和度の変化を抑え、分散剤の分散能を
維持することができる。たとえばポリマーのアニオン性極性基がアンモニアで中和されて
アンモニウム塩になっている場合、分散剤と粒子とを含むスラリーが、粒子を細粒化する
工程などで高熱にさらされると、アンモニアが気体として蒸発してしまい、ポリマーの中
和度が低下してしまう。このような塩基の蒸発による中和度の変化を抑えるためには、ポ
リマーのアニオン性極性基は、揮発性のない塩基で中和されていることが望ましい。
【００３７】
　またポリマーのアニオン性極性基がアルカリ金属塩基で中和されていることによって、
他の塩基で中和されている場合に比べて、分散剤を水洗などによって容易に除去すること
ができる。したがって前述のようにポリマーのアニオン性極性基がアルカリ金属塩基で中
和されていることによって、中和度の変化が抑えられ、一定の分散能を有するとともに、
容易に除去することが可能な分散剤が実現される。
【００３８】
　また前述のように分散剤中のポリマーのアニオン性極性基のアルカリ金属塩基による中
和度は９０モル％以上１００モル％以下である。アニオン性極性基のアルカリ金属塩基に
よる中和度が８０モル％未満であると、分散剤の水性媒体への馴染みが悪くなるおそれが
ある。このように分散剤の水性媒体への馴染みが悪くなると、たとえば分散剤と粒子とを
含む水性媒体中における粒子を主とした固形分濃度が３０重量％以上である場合、粒子を
細粒化するときに、分散剤が充分な分散能力を発揮できず、粒子を充分に細粒化すること
ができないおそれがある。アニオン性極性基のアルカリ金属塩基による中和度が１００モ
ル％で分散剤自体のｐＨが７～９程度になる。それ以上、余分なアルカリ金属塩基が分散
剤に含まれる、すなわちアニオン性極性基のアルカリ金属塩基による中和度が１００モル
％を超えると、分散剤と粒子とを含む水性媒体全体がアルカリ性に傾き、分散剤に含まれ
るポリマーが加水分解するおそれが高まり、粒子が樹脂を含有する場合には、粒子中の樹
脂が加水分解するおそれも高まる。前述のようにアニオン性極性基のアルカリ金属塩基に
よる中和度を８０モル％以上１００モル％以下することによって、分散剤の水性媒体への
馴染みを良好なものとし、また分散剤中のポリマーなどの加水分解を抑えることができる
ので、一定の分散能および凝集能を有する分散剤を実現することができる。
【００４２】
　また、不定形樹脂粒子における着色剤の分散径は、０．０１μｍ以上０．５μｍ以下で
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ある。好適な分散径で着色剤を含むので、たとえば、このような不定形樹脂粒子が細粒化
してなる樹脂含有粒子の凝集体からなるトナーを用いて画像を形成するとき、トナー像の
感光体から記録媒体への転写効率、感光体から中間媒体への転写効率、中間媒体から記録
媒体への転写効率などが向上し、トナー消費量の低減化を達成できる。またトナーの帯電
不良に伴う画像かぶりなどの画像欠陥の発生が防止される。さらに離型剤のブリードアウ
トが非常に起こり難くなり、感光体へのフィルミング、高温域でのオフセット現象などが
発生することを確実に防止できる。このようなトナーは、前記本発明の粒子凝集体の製造
方法によって得ることができる。
【００４４】
　また本発明によれば、２価以上の金属塩は、ポリマーが有するアニオン極性基の全価数
が、２価以上の金属塩の全価数よりも多くなる量で、樹脂含有粒子のスラリーに添加され
る。このような量で２価以上の金属塩が添加されると、２価以上の金属塩の金属イオンと
結合せず、水性媒体中の水分子と水素結合している状態のアニオン性極性基を存在させる
ことができ、適度な分散性を保持したまま樹脂含有粒子を凝集させることができる。また
２価以上の金属塩を添加しても、水による洗浄が可能となる。
【００４５】
　また本発明によれば、２価以上の金属塩は、分散剤１００重量部に対して６５重量部以
上３００重量部以下の割合で樹脂含有粒子のスラリーに添加される。このような割合で２
価以上の金属塩を添加することによって、樹脂含有粒子の凝集が不充分となること、およ
び樹脂含有粒子が凝集し過ぎることを防止することができる。
【００４６】
　また本発明によれば、２価以上の金属塩は、溶液の形態で使用される。２価以上の金属
塩を溶液の形態で使用することによって、樹脂含有粒子のスラリー中に２価以上の金属塩
を均一に分散させることができる。また適量の２価以上の金属塩を樹脂含有粒子のスラリ
ーに添加するときの操作性が向上する。これによって樹脂含有粒子の凝集度合を好適にす
ることができ、樹脂含有粒子の凝集が不充分となること、および樹脂含有粒子が凝集し過
ぎることを防止することができる。
【００４７】
　また本発明によれば、２価以上の金属塩の溶液（以下「金属塩溶液」という）における
２価以上の金属塩の濃度を、５重量％以上３０重量％以下とする。２価以上の金属塩の濃
度をこのような範囲とすることによって、金属塩水溶液の添加が一層容易になり、樹脂含
有粒子の凝集が不充分となること、および樹脂含有粒子が凝集し過ぎることを防止するこ
とができる。これによって粒子凝集体の大きさを制御することができる。
【００４８】
　また本発明によれば、金属塩溶液は、０．０５ｍＬ／分以上０．２０ｍＬ／分以下の滴
下速度で、樹脂含有粒子のスラリーに滴下される。このような滴下速度で金属塩溶液を滴
下すると、生産性に優れ、大きさおよび形状にばらつきのない粒子凝集体を収率よく製造
できる。また工業的規模へのスケールアップも容易になる。
【００４９】
　また本発明によれば、不定形樹脂粒子は、水性媒体１００重量部に対して３重量部以上
５０重量部以下の割合で使用される。不定形樹脂粒子をこのような割合で使用することに
よって、水性媒体中における不定形樹脂粒子の分散および凝集を効率よく行うことができ
、目的とする大きさの粒子凝集体を得ることが一層容易となる。
【００５１】
　また本発明によれば、分散剤は、不定形樹脂粒子１００重量部に対して５重量部以上２
０重量部以下で使用される。このような量で分散剤が使用されることによって、分散剤の
分散能および凝集能が一層顕著に発揮され、目的とする大きさの粒子凝集体を得ることが
一層容易となる。
【００５２】
　また本発明によれば、トナーは、前記本発明の樹脂含有粒子の凝集体の製造方法によっ
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て製造される樹脂含有粒子の凝集体であり、結着樹脂および着色剤を含む樹脂含有粒子の
凝集体からなる。そして、トナーは、体積平均粒子径が４μｍ以上８μｍ以下であり、含
有される着色剤の粒子径が０．０１μｍ以上０．５μｍ以下である。本発明の樹脂含有粒
子の凝集体の製造方法では、樹脂含有粒子を、分散剤と２価以上の金属塩とを用いて凝集
させて、樹脂含有粒子の凝集体を製造する。分散剤は、樹脂含有粒子を含む水性媒体の温
度を変化させることによって、分散能および凝集能を調整することができるので、水性媒
体の温度を分散剤の凝集開始温度よりも低くすることによって、分散能が調整できない分
散剤を用いて樹脂含有粒子を分散させる場合に比べて、水性媒体中における樹脂含有粒子
の固形分濃度を高くすることができる。これによって、樹脂含有粒子を凝集させるときに
、樹脂含有粒子同士間の距離が短くなり、凝集しやすくなるので、水性媒体に添加する２
価以上の金属塩の量を減らすことができる。したがって、樹脂含有粒子の凝集体であるト
ナーの内部に含まれる２価以上の金属塩の量を少なくすることができるので、金属塩によ
るトナーの帯電性への悪影響を抑え、帯電性に優れるトナーを実現することができる。ま
た環境安定性にも優れるトナーを実現することができる。また前述のように水性媒体中に
おける樹脂含有粒子の固形分濃度を高くできることは、製造コスト面からみても好ましく
、使用する水性媒体の量およびトナーの製造に要する時間の観点からも有利である。つま
り、前述のように樹脂含有粒子の固形分濃度を高くしてトナーを製造することができるこ
とによって、製造に使用する水性媒体の量を少なくし、また同量のトナーを製造するのに
要する時間を短縮することができるので、前述のような優れたトナーを安価に提供するこ
とができる。
【００５６】
　また本発明によれば、現像剤は、本発明のトナーを含む。本発明のトナーは、帯電性、
環境安定性に優れる。したがって、特性の安定性が高く、高画質の画像を安定して形成す
ることのできる現像剤が実現される。
【００５７】
　また本発明によれば、本発明の現像剤を用いて、像担持体に形成される潜像が現像され
てトナー像が形成される。これによって、像担持体に高画質のトナー像を安定して形成す
ることのできる現像装置が実現される。
【００５８】
　また本発明によれば、潜像形成手段によって像担持体に形成される潜像が、本発明の現
像装置によって現像される。本発明の現像装置は、本発明の現像剤を用いて潜像を現像す
るので、像担持体に高画質のトナー像を安定して形成することができる。したがって、高
画質の画像を安定して形成することのできる画像形成装置が実現される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００５９】
　［分散剤］
　本発明で使用する分散剤は、アニオン性極性基を主鎖に結合するポリマーを有効成分と
して含むことを特徴とする。ポリマーは、疎水基である主鎖と、親水基であるアニオン性
極性基を有する。分散剤は、水性媒体の温度を変化させることによって、水性媒体中に樹
脂含有粒子を分散させる分散能と、水性媒体中で分散している樹脂含有粒子を凝集させる
凝集能とを示す。水性媒体の温度は、スラリーの温度に等しいと考えてよく、スラリーの
温度を測定することによって得られる。ここで、本発明で使用する分散剤を、凝集分散剤
と称して、以下では説明する。
【００６０】
　スラリーの温度が凝集分散剤の凝集開始温度未満であるとき、ポリマーのアニオン性極
性基は水性媒体中の水分子と水素結合している。これによって、水性媒体中に存在する樹
脂含有粒子を分散状態とすることができ、樹脂含有粒子を含むスラリーを得ることができ
る。また樹脂含有粒子を含むスラリーの温度を上昇させ、スラリーの温度が凝集分散剤の
凝集開始温度以上となると、ポリマーのアニオン性極性基の一部と、水分子との水素結合
は、スラリーの温度上昇によって切れる。これによってポリマーの水溶性が低下し、スラ
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リー中の樹脂含有粒子が凝集する。
【００６１】
　このような分散能および凝集能のいずれをも示す凝集分散剤を用いることによって、分
散剤と凝集剤とを個別に用いる必要がなくなる。また分散剤と凝集剤との組合せを考慮す
る必要がなくなる。またこのような凝集分散剤は、スラリーの温度が凝集分散剤の凝集開
始温度よりも低い場合において、アニオン性極性基が水性媒体中の水分子と水素結合する
ので、粒子凝集体を水性媒体から単離させるときにスラリーの温度を凝集分散剤の凝集開
始温度よりも低くすることによって、水洗浄によって凝集分散剤を水性媒体とともに粒子
凝集体から除去することができ、洗浄が容易である。これによって、単離後の粒子凝集体
に不純物が含まれることを防止できる。
【００６２】
　このような凝集分散剤として使用可能なポリマーのアニオン性極性基としては、たとえ
ば、カルボキシル基、スルホン酸基、ホスホン酸基などが挙げられる。これらの中でも、
カルボキシル基が特に好ましい。アニオン性極性基を主鎖に結合するポリマーは、たとえ
ば、アニオン性極性基を有する単量体を重合させることによって得られる。またアニオン
性極性基を主鎖に結合するポリマーは、アニオン性極性基を有する単量体と他の単量体と
を、ランダム共重合、ブロック共重合、グラフト共重合などによって重合させることによ
っても得られる。
【００６３】
　アニオン性極性基を有する単量体のうち、カルボキシル基を有する単量体としては、た
とえば、エチレン系不飽和カルボン酸などが挙げられる。エチレン系不飽和カルボン酸と
しては、たとえば、アクリル酸、メタクリル酸およびクロトン酸などのエチレン系不飽和
モノカルボン酸、マレイン酸およびフマール酸などのエチレン系不飽和ジカルボン酸、無
水マレイン酸などのエチレン系不飽和カルボン酸無水物、ならびにエチレン系不飽和カル
ボン酸アルキルエステルなどが挙げられる。エチレン系不飽和カルボン酸アルキルエステ
ルとしては、たとえば、アクリル酸メチルなどのエチレン系不飽和モノカルボン酸の低級
アルキルエステル、マレイン酸モノメチルおよびフマール酸モノエチルなどのエチレン系
不飽和ジカルボン酸の低級アルキルハーフエステル、マレイン酸ジエチルなどのエチレン
系不飽和ジカルボン酸低級アルキルエステルなどが挙げられる。「低級アルキル」とは、
炭素数１～４のアルキルを意味し、「ハーフエステル」とは、「モノエステル」を意味す
る。
【００６４】
　アニオン性極性基を有する単量体のうち、スルホン酸基を有する単量体としては、たと
えば、スチレンスルホン酸、２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸などが
挙げられる。アニオン性極性基を有する単量体のうち、ホスホン酸基を有する単量体とし
ては、たとえば、２－アシッドホスホキシプロピルメタクリレート、２－アシッドホスホ
キシエチルメタクリレート、３－クロロ－２－アシッドホスホキシプロピルメタクリレー
トなどが挙げられる。
【００６５】
　本発明の凝集分散剤で使用するアニオン性極性基を主鎖に結合するポリマーは、ポリア
クリル酸である。ポリアクリル酸は、アクリル酸を重合させることによって得られる。ポ
リアクリル酸は主鎖に弱酸であるカルボキシル基を有するポリマーであるので、個々の極
性基の影響を可及的に小さくすることができる。またポリアクリル酸は、操作性に優れ、
主鎖にアニオン性極性基であるカルボキシル基を有する。これによって、水性媒体の温度
が凝集分散剤の凝集開始温度未満の場合には水性媒体中に粒子を分散させる分散能を示し
、また水性媒体の温度が凝集分散剤の凝集開始温度以上の場合には水性媒体中で分散して
いる粒子を凝集させる凝集能を示すことができる。
【００６６】
　凝集分散剤に含まれるポリマーの有するアニオン性極性基は、その９０モル％以上が塩
基で中和されていることが望ましい。すなわち、凝集分散剤に含まれるポリマーは、アニ
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オン性極性基が塩基によって中和されており、アニオン性極性基の塩基による中和度が９
０モル％以上１００モル％以下である。ポリマーのアニオン性極性基が中和されているこ
とによって、ポリマーの水溶性を高め、凝集分散剤の分散能を高めることができる。
【００６７】
　アニオン性極性基の中和度が８０モル％未満であると、凝集分散剤の水性媒体への馴染
みが悪くなるおそれがある。このように凝集分散剤の水性媒体への馴染みが悪くなると、
凝集分散剤の水性媒体中での分散能が弱くなるので、たとえば凝集分散剤と粒子とを含む
水性媒体中における粒子を主とした固形分濃度、すなわちスラリー中の樹脂混練物を中心
とする固形分濃度が３０重量％以上である場合、粒子を細粒化するときに、凝集分散剤が
充分な分散能力を発揮できず、粒子を充分に細粒化することができないおそれがある。
【００６８】
　アニオン性極性基の中和度が１００モル％で凝集分散剤自体のｐＨが７～９程度になる
。それ以上、余分な塩基を凝集分散剤に入れると、スラリー全体がアルカリ性に傾き、樹
脂を加水分解するおそれが高まる。すなわちアニオン性極性基の中和度が１００モル％を
超えると、凝集分散剤に含まれるポリマーが加水分解するおそれが高まり、粒子が樹脂を
含有する場合には、粒子中の樹脂が加水分解するおそれも高まる。凝集分散剤の添加量は
、たとえばスラリー全体の１重量％程度と、スラリー全体に対して大した量ではないので
、アニオン性極性基の中和度が１００モル％を超えることによる問題は深刻な問題ではな
いが、可及的に回避することが好ましい。
【００６９】
　前述のようにアニオン性極性基の中和度を８０モル％以上１００モル％以下することに
よって、凝集分散剤の水性媒体への馴染みを良好なものとし、また凝集分散剤中のポリマ
ーなどの加水分解を抑えることができるので、一定の分散能および凝集能を有する凝集分
散剤を実現することができる。
【００７０】
　また、アニオン性極性基の中和度を９０モル％以上１００モル％以下にすることによっ
て、凝集分散剤の水性媒体への馴染みを一層良好なものとし、凝集分散剤の水性媒体中で
の分散能を高めることができるので、スラリー中の樹脂混練物を中心とする固形分濃度が
３０重量％以上４０重量％以下であれば、粒子をより確実に細粒化することができる。
【００７１】
　アニオン性極性基を中和する塩基は、アルカリ金属塩基であることが好ましい。すなわ
ち、凝集分散剤に含まれるポリマーは、アニオン性極性基がアルカリ金属塩基によって中
和されており、アニオン性極性基のアルカリ金属塩基による中和度が８０モル％以上１０
０モル％以下であることが好ましい。アニオン性極性基は、アルカリ金属塩基で中和され
て、アルカリ金属塩になる。
【００７２】
　ポリマーのアニオン性極性基がアルカリ金属塩基でなく、たとえば高温で揮発してしま
うアンモニアで中和されてアンモニウム塩になっている場合、折角の中和度も細粒化工程
で高温にさらされることで低下し、８０モル％以上の中和度であっても、それを下回るこ
とが容易に想像できる。事実、ポリマーとして、アニオン性極性基がアンモニアで中和さ
れたポリマーを含む凝集分散剤を用いると、アニオン性極性基が同じ中和度でアルカリ金
属塩基によって中和されたポリマーを含む凝集分散剤を用いる場合に比べて、細粒化工程
で樹脂含有種子が激しく凝集するので、分散能の低下が考えられる。
【００７３】
　つまり、ポリマーのアニオン性極性基がアンモニアで中和されてアンモニウム塩になっ
ている場合、凝集分散剤と粒子とを含むスラリーが、粒子を細粒化する工程などで高熱に
さらされると、アンモニアが気体として蒸発してしまい、ポリマーの中和度が低下してし
まい、分散能が低下してしまうおそれがある。このような塩基の蒸発による中和度の変化
を抑えるためには、ポリマーのアニオン性極性基は、揮発性のない塩基で中和されている
ことが望ましい。
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【００７４】
　アルカリ金属塩基は、揮発性のない塩基であるので、ポリマーのアニオン性極性基がア
ルカリ金属塩基によって中和されていることによって、アルカリ金属塩基以外の塩基で中
和されている場合に比べて、ポリマーの中和度の変化を抑え、凝集分散剤の分散能を維持
することができる。またポリマーのアニオン性極性基がアルカリ金属塩基で中和されてい
ることによって、他の塩基で中和されている場合に比べて、凝集分散剤を水洗などによっ
て容易に除去することができる。したがって前述のようにポリマーのアニオン性極性基が
アルカリ金属塩基で中和されていることによって、中和度の変化が抑えられ、一定の分散
能を有するとともに、容易に除去することが可能な凝集分散剤が実現される。
【００７５】
　「アルカリ金属塩基」とは、水中で解離してアルカリ金属イオンを放出する塩基のこと
である。アルカリ金属塩基としては、たとえばアルカリ金属の塩化物、水酸化物および炭
酸塩が挙げられる。アルカリ金属としては、たとえば、リチウム、ナトリウムおよびカリ
ウムが挙げられる。これらの中でも、ナトリウムが好ましい。アルカリ金属塩基として用
いられる、アルカリ金属の塩化物としては、たとえば塩化ナトリウム、塩化カリウムが挙
げられる。アルカリ金属の水酸化物としては、たとえば水酸化ナトリウム、水酸化カリウ
ムが挙げられる。アルカリ金属の炭酸塩としては、たとえば炭酸ナトリウム、炭酸水素ナ
トリウムが挙げられる。
【００７６】
　アルカリ金属塩基の中でも、炭酸塩および水酸化物、特に水酸化物は、溶解することで
溶液が塩基性を呈することがあり、また溶液を加熱することで樹脂粒子の加水分解を引き
起こすおそれがあるので、溶液のｐＨを変化させないアルカリ金属塩基、すなわちアルカ
リ金属の非塩基性塩が望ましく、具体的にはアルカリ金属塩基の塩化物が望ましい。また
前述のアルカリ金属の炭酸塩および水酸化物などの、アルカリ金属の塩基性塩の中でも、
水酸化物などの強塩基性の塩よりも、弱塩基性の塩が好ましい。したがって、アルカリ金
属の炭酸塩の中でも、強塩基性の炭酸ナトリウムよりも、弱塩基性の炭酸水素ナトリウム
の方がより好ましい。
【００７７】
　凝集分散剤に含まれるポリマーは、重量平均分子量が４０００を超えて９００００以下
であることが好ましく、重量平均分子量が５０００以上７００００以下であることがさら
に好ましい。ポリマーの重量平均分子量が４０００以下であると、重量平均分子量が４０
００を超える場合に比べて、ポリマーの立体構造が比較的単純になるので、分散能には優
れるものの、分散安定性に乏しくなるおそれがある。このように分散安定性に乏しい凝集
分散剤を用いて粒子を分散させると、分散された粒子が再び凝集してしまうおそれがある
。つまり、ポリマーの重量平均分子量が４０００以下であると、樹脂含有粒子の水性媒体
中における分散安定性が得られないおそれがある。したがって、ポリマーの重量平均分子
量は、４０００を超えることが好ましい。特にスラリー中の樹脂含有粒子を主成分とする
固形分濃度が３０重量％を超える場合には、分散安定性が得られにくいので、ポリマーの
重量平均分子量は、４０００を超えることが好ましく、５０００以上であることがより好
ましい。
【００７８】
　ポリマーの重量平均分子量が９００００を超えると、重量平均分子量が９００００以下
である場合に比べて、ポリマーが複雑な立体構造を有するので、分散安定性には富むもの
の、分散能が低くなるおそれがある。また凝集分散剤と粒子とを含むスラリーを調製した
場合、ポリマーの重量平均分子量が９００００以下である場合に比べて、スラリーの粘性
が上昇するので、樹脂含有粒子の分散が困難となる。また、たとえば高圧ホモジナイザを
用いてスラリー中の粒子を細粒化する高圧ホモジナイザ法に用いる場合、高圧ホモジナイ
ザのノズルなどの細管部分での詰まりを誘発し易く、不向きである。つまりポリマーの重
量平均分子量が９００００を超えると、スラリーの粘度が増大し、樹脂含有粒子の分散が
困難となる。特にスラリー中の樹脂含有粒子を主成分とする固形分濃度が３０重量％を超
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える場合には、樹脂含有粒子の分散が困難になりやすいので、ポリマーの重量平均分子量
は、９００００以下であることが好ましく、７００００以下であることがより好ましい。
【００７９】
　前述のようにポリマーの重量平均分子量を４０００を超えて９００００以下にすること
によって、分散能および分散安定性のいずれにも優れるとともに、スラリーの粘度上昇を
抑えることが可能であり、高圧ホモジナイザ法に好適な凝集分散剤を実現することができ
る。
【００８０】
　凝集分散剤に含まれるポリマーは、数平均分子量が１０００以上１００００以下である
ことが好ましく、数平均分子量が１５００以上５０００以下であることがさらに好ましい
。ポリマーの数平均分子量が１０００未満であると、樹脂含有粒子の水性媒体中における
分散安定性が得られないおそれがある。ポリマーの数平均分子量が１００００を超えると
、スラリーの粘度が増大し、樹脂含有粒子の分散が困難となる。
【００８１】
　ポリマーの重量平均分子量Ｍｗおよび数平均分子量Ｍｎは、ゲルパーミエーションクロ
マトグラフィー（Gel Permeation Chromatography；略称ＧＰＣ）装置を用いて、試料の
ポリスチレン換算値として求められる。具体的には、ＧＰＣ装置（東ソー株式会社製：Ｈ
ＬＣ－８２２０ＧＰＣ）を用い、温度４０℃において、試料の０．２５重量％のテトラヒ
ドロフラン溶液を試料溶液とし、注入量１００ｍＬで測定される。分子量校正曲線は単分
散ポリスチレンを用いて作成される。
【００８２】
　また凝集分散剤の凝集開始温度は、ポリマーの種類によって異なり、ポリマーを含有す
る水性媒体の温度を上昇させ、凝集が開始したか否かを目視によって確認する実験によっ
て求めることができる。たとえばポリマーが数平均分子量１５００のポリアクリル酸であ
る場合、凝集開始温度は５０℃である。したがって、たとえば常温（２５℃）で樹脂含有
粒子を分散させ、８０℃で樹脂含有粒子の凝集を行う。
【００８３】
　以上のような本発明で使用する凝集分散剤は、単独でも凝集能および分散能を発揮する
けれども、２価以上の金属塩と併用することによって、凝集能および分散能、特に凝集能
を一層顕著に発揮することができる。
【００８４】
　図１は、本発明で使用する凝集分散剤に含まれるポリマー１の水性媒体中での状態を模
式的に示す図である。本発明で使用する凝集分散剤に含まれるポリマー１は、アニオン性
極性基２ａ，２ｂ，２ｃ，…（以下特定のアニオン性極性基を示す場合を除いて「アニオ
ン性極性基２」という）が主鎖３に結合している。図１（ａ）は、スラリーの温度が凝集
分散剤の凝集開始温度未満であって、スラリーに２価以上の金属塩が添加されていないと
きのポリマー１の状態を示す。図１（ｂ）は、スラリーの温度が凝集分散剤の凝集開始温
度未満であって、スラリーに２価以上の金属塩が添加されているときのポリマー１の状態
を示す。図１（ｃ）は、スラリーの温度が凝集分散剤の凝集開始温度以上であって、スラ
リーに２価以上の金属塩が添加されているときのポリマー１の状態を示す。
【００８５】
　スラリーの温度が凝集分散剤の凝集開始温度未満であって、スラリーに２価以上の金属
塩が添加されていないとき、ポリマー１は、図１（ａ）に示すように、スラリー中で、ア
ニオン性極性基２が水性媒体中の水分子と水素結合している。これによってポリマー１が
水溶性となり、スラリー中の粒子が分散状態に保たれる。ポリマー１のアニオン性極性基
２がアルカリ金属によって中和されてアルカリ金属塩になっている場合、水性媒体中では
アルカリ金属塩が解離してアニオン性極性基２に戻るので、アニオン性極性基２が水性媒
体中の水分子と水素結合して、水溶性となり、スラリー中の粒子が分散状態に保たれる。
【００８６】
　次いでスラリーの温度が凝集分散剤の凝集開始温度未満であって、粒子が分散状態に保
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たれている状態のスラリーに２価以上の金属塩を添加すると、図１（ｂ）に示すように、
２価以上の金属塩の金属イオン４と一部のアニオン性極性基２ａとが結合し、一部のアニ
オン性極性基２ａと水分子との水素結合が切れる。これによってポリマー１の水溶性が低
下し、スラリー中の粒子が凝集する。このような２価以上の金属塩の金属イオン４とアニ
オン性極性基２とが結合する反応は不可逆反応である。ポリマー１のアニオン性極性基２
がアルカリ金属によって中和されている場合、水性媒体中にはアルカリ金属イオンが存在
するが、２価以上の金属塩に由来する金属イオン４とアニオン性極性基２との結合力は、
アルカリ金属イオンとアニオン性極性基２との結合力よりも強いので、スラリーに２価以
上の金属塩を添加することで、２価以上の金属塩の金属イオン４と一部のアニオン性極性
基２ａとの結合が生じる。
【００８７】
　２価以上の金属塩の添加後、スラリーを加熱し、スラリーの温度を凝集分散剤の凝集開
始温度以上にすると、ポリマー１は、図１（ｃ）に示すような状態となる。すなわちスラ
リーの温度上昇によってポリマー１の主鎖３と結合する一部のアニオン性極性基２ｂと、
水分子との水素結合が切れる。ポリマー１の主鎖３と結合するアニオン性極性基２として
は、図１（ｃ）に示すように、金属イオン４と結合している極性基２ａ、水分子とも金属
イオン４とも結合していない極性基２ｂ、および水分子と水素結合している極性基２ｃが
存在する。金属イオン４と結合している極性基２ａおよび水分子とも金属イオン４とも結
合していない極性基２ｂは、ポリマー１の水溶性を低下させ、粒子を凝集させる。これに
よって、スラリーの温度が凝集分散剤の凝集開始温度未満である場合に比べて粒子の凝集
度合を高めることができる。また一部のアニオン性極性基２ｃは、水分子との水素結合が
切れることなく分散能を保持している。これによって、粒子を適度な凝集度合で凝集させ
ることができ、粒子凝集体の粗大化が防止される。したがって粒子凝集体の大きさおよび
形状を好適にすることができる。
【００８８】
　また粒子凝集体の形成後、スラリーの温度を凝集分散剤の凝集開始温度未満に戻すと図
１（ｂ）の状態に戻り、水分子とも金属イオン４とも結合していない極性基２ｂが水分子
と水素結合する。すなわち一部のアニオン性極性基２ａは金属イオン４と結合しており、
残りのアニオン性極性基２ｂ，２ｃは水分子と水素結合している。水素結合しているアニ
オン性極性基２ｂ，２ｃは、粒子凝集体を分散させるけれども、粒子凝集体の凝集を解く
ほどの分散能を発揮しないので、粒子凝集体が好適な分散度合で保持される。
【００８９】
　このように、凝集分散剤に加えて２価以上の金属塩をスラリーに添加することによって
、粒子の凝集体の大きさおよび形状を制御することができる。粒子の凝集体の大きさおよ
び形状の制御は、たとえば２価以上の金属塩の添加量を調整することによって行うことが
でき、詳細については後述する。また２価以上の金属塩を添加することによって、粒子を
短時間で凝集させることができ、生産性が向上する。
【００９０】
　また凝集分散剤に加えて２価以上の金属塩をスラリーに添加する場合も、水分子と水素
結合しているアニオン性極性基２ｂ，２ｃによってポリマー１が水溶性となっているので
、粒子凝集体を水性媒体から単離させるときに、凝集分散剤に含まれるポリマー１を水洗
浄によって粒子凝集体から除去することができる。また２価以上の金属塩も、ポリマー１
が有するアニオン性極性基２ａと金属イオン４とが結合しているので、ポリマー１ととも
に水洗浄によって粒子凝集体から除去される。これによって、スラリーのｐＨを変化させ
るなどの作業を行うことなく容易に水性媒体から粒子凝集体を単離させることができる。
【００９１】
　本発明において凝集分散剤とともに使用されるのは、上記のように１価の金属塩ではな
く２価以上の金属塩である。たとえばポリマーのアニオン性極性基が１価の極性基である
場合、２価以上の金属塩を用いると、２価以上の金属イオン４と、２つ以上の１価のアニ
オン性極性基２ａとが結合することによってポリマー１が架橋される。これによってポリ
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マー１の水溶性がさらに低下するので、樹脂含有粒子の凝集を一層効率よく行うことがで
きる。したがって１価の金属塩を用いることなく２価以上の金属塩を用いる。
【００９２】
　本発明で使用する凝集分散剤は、たとえば、水性媒体中にて粒子径がナノオーダーの微
細粒子を凝集させて凝集粒子を製造する際に、好適に使用できる。さらに具体的には、本
発明の樹脂含有粒子の凝集体の製造方法において、樹脂含有粒子を水性媒体中に均一に分
散させた後、凝集させて粒子凝集体を製造するのに特に好適に使用できる。
【００９３】
　［樹脂含有粒子の凝集体の製造方法］
　本発明の樹脂含有粒子の凝集体の製造方法は、結着樹脂および着色剤を含む樹脂含有粒
子を、前記凝集分散剤と、２価以上の金属塩とを用いて凝集させることを特徴とする。本
発明の製造方法によって製造される樹脂含有粒子の凝集体は、たとえば複写機、レーザー
ビームプリンタ、ファクシミリなどの電子写真方式の画像形成装置に用いられるトナーと
して用いることができる。その他、塗料、コーティング剤などの充填剤などとしても使用
できる。
【００９４】
　本実施の形態における粒子凝集体の製造方法は、前記凝集分散剤を用いる。また本実施
の形態における粒子凝集体の製造方法は、（Ａ）溶融混練工程と、（Ｂ）分散工程と、（
Ｃ）細粒化工程と、（Ｄ）凝集工程と、（Ｅ）洗浄工程とを含む。
【００９５】
　図２は、本発明の樹脂含有粒子の凝集体の製造方法の一例を説明するためのフローチャ
ートである。本実施の形態では、図２に示すフローチャートの製造方法に従って、電子写
真方式の画像形成装置に用いられるトナーを製造する。
【００９６】
　（Ａ）溶融混練工程
　溶融混練工程では、結着樹脂と、着色剤とを含有するトナー原料を溶融混練し、得られ
る混練物を冷却固化させて粉砕し、必要に応じて分級することによって、結着樹脂および
着色剤を含む不定形樹脂粒子を製造する。
【００９７】
　結着樹脂としては、たとえば、アクリル樹脂、ポリエステル、ポリウレタン、エポキシ
樹脂などが挙げられる。アクリル樹脂は、後述の分散工程における分散が容易であるので
、特に好適に用いられる。アクリル樹脂としては特に制限されないけれども、酸性基含有
アクリル樹脂を好ましく使用できる。酸性基含有アクリル樹脂は、たとえば、アクリル樹
脂モノマーまたはアクリル樹脂モノマーとビニル系モノマーとを重合させるに際し、酸性
基もしくは親水性基を含有するアクリル樹脂モノマーおよび／または酸性基もしくは親水
性基を有するビニル系モノマーを併用することによって製造できる。
【００９８】
　アクリル樹脂モノマーとしては公知のものを使用でき、たとえば、置換基を有すること
のあるアクリル酸、置換基を有することのあるメタクリル酸、置換基を有することのある
アクリル酸エステル、置換基を有することのあるメタクリル酸エステルなどが挙げられる
。アクリル樹脂モノマーの具体例としては、たとえば、アクリル酸メチル、アクリル酸エ
チル、アクリル酸イソプロピル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸イソブチル、アクリ
ル酸ｎ－アミル、アクリル酸イソアミル、アクリル酸ｎ－ヘキシル、アクリル酸２－エチ
ルヘキシル、アクリル酸ｎ－オクチル、アクリル酸デシル、アクリル酸ドデシルなどのア
クリル酸エステル系単量体、メタクリル酸メチル、メタクリル酸プロピル、メタクリル酸
ｎ－ブチル、メタクリル酸イソブチル、メタクリル酸ｎ－アミル、メタクリル酸ｎ－ヘキ
シル、メタクリル酸２－エチルヘキシル、メタクリル酸ｎ－オクチル、メタクリル酸デシ
ル、メタクリル酸ドデシルなどのメタクリル酸エステル系単量体、アクリル酸ヒドロキシ
エチル、メタクリル酸ヒドロキシプロピルなどのヒドロキシル基（水酸基）含有（メタ）
アクリル酸エステル系単量体などが挙げられる。アクリル樹脂モノマーは１種を単独で使
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用できまたは２種以上を併用できる。
【００９９】
　ビニル系モノマーとしても公知のものを使用でき、たとえば、スチレン、α－メチルス
チレン、臭化ビニル、塩化ビニル、酢酸ビニル、アクリロニトリルおよびメタアクリロニ
トリルなどが挙げられる。ビニル系モノマーは１種を単独で使用できまたは２種以上を併
用できる。重合は、一般的なラジカル開始剤を用い、溶液重合、懸濁重合、乳化重合など
によって行われる。
【０１００】
　ポリエステルは透明性に優れ、得られるトナー粒子に良好な粉体流動性、低温定着性、
二次色再現性などを付与できるので、カラートナーの結着樹脂に特に好適である。ポリエ
ステルとしては公知のものを使用でき、多塩基酸と多価アルコールとの重縮合物などが挙
げられる。
【０１０１】
　多塩基酸としては、ポリエステル用モノマーとして知られるものを使用でき、たとえば
、テレフタル酸、イソフタル酸、無水フタル酸、無水トリメリット酸、ピロメリット酸、
ナフタレンジカルボン酸などの芳香族カルボン酸類、無水マレイン酸、フマル酸、琥珀酸
、アルケニル無水琥珀酸、アジピン酸などの脂肪族カルボン酸類、これら多塩基酸のメチ
ルエステル化物などが挙げられる。多塩基酸は１種を単独で使用できまたは２種以上を併
用できる。
【０１０２】
　多価アルコールとしてもポリエステル用モノマーとして知られるものを使用でき、たと
えば、エチレングリコール、プロピレングリコール、ブタンジオール、ヘキサンジオール
、ネオペンチルグリコール、グリセリンなどの脂肪族多価アルコール類、シクロヘキサン
ジオール、シクロヘキサンジメタノール、水添ビスフェノールＡなどの脂環式多価アルコ
ール類、ビスフェノールＡのエチレンオキサイド付加物、ビスフェノールＡのプロピレン
オキサイド付加物などの芳香族系ジオール類などが挙げられる。多価アルコールは１種を
単独で使用できまたは２種以上を併用できる。
【０１０３】
　多塩基酸と多価アルコールとの重縮合反応は常法に従って実施でき、たとえば、有機溶
媒の存在下または非存在下および重縮合触媒の存在下に、多塩基酸と多価アルコールとを
接触させることによって行われ、生成するポリエステルの酸価、軟化温度などが所定の値
になったところで終了する。これによって、ポリエステルが得られる。多塩基酸の一部に
、多塩基酸のメチルエステル化物を用いると、脱メタノール重縮合反応が行われる。この
重縮合反応において、多塩基酸と多価アルコールとの配合比、反応率などを適宜変更する
ことによって、たとえば、ポリエステルの末端のカルボキシル基含有量を調整でき、ひい
ては得られるポリエステルの特性を変性できる。また多塩基酸として無水トリメリット酸
などの３価以上の多塩基酸を用いると、ポリエステルの主鎖中にカルボキシル基を容易に
導入することができ、変性ポリエステルが得られる。またポリエステルにアクリル樹脂を
グラフト化してもよい。
【０１０４】
　ポリウレタンとしては公知のものを使用でき、たとえば、酸性基または塩基性基含有ポ
リウレタンを好ましく使用できる。酸性基または塩基性基含有ポリウレタンは、公知の方
法に従って製造できる。たとえば、酸性基または塩基性基含有ジオール、ポリオールおよ
びポリイソシアネートを付加重合させればよい。酸性基または塩基性基含有ジオールとし
ては、たとえば、ジメチロールプロピオン酸およびＮ－メチルジエタノールアミンなどが
挙げられる。ポリオールとしては、たとえば、ポリエチレングリコールなどのポリエーテ
ルポリオール、ポリエステルポリオール、アクリルポリオールおよびポリブタジエンポリ
オールなどが挙げられる。ポリイソシアネートとしては、たとえば、トリレンジイソシア
ネート、ヘキサメチレンジイソシアネートおよびイソホロンジイソシアネートなどが挙げ
られる。これら各成分はそれぞれ１種を単独で使用できまたは２種以上を併用できる。
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【０１０５】
　エポキシ樹脂としては特に制限されないけれども、酸性基または塩基性基含有エポキシ
系樹脂を好ましく使用できる。酸性基または塩基性基含有エポキシ樹脂は、たとえば、ベ
ースになるエポキシ樹脂にアジピン酸および無水トリメリット酸などの多価カルボン酸ま
たはジブチルアミン、エチレンジアミンなどのアミンを付加または付加重合させることに
よって製造することができる。
【０１０６】
　これらの結着樹脂の中でも、後述の細粒化工程において細粒化を容易に実施すること、
着色剤および離型剤との混練性、得られるトナー粒子の形状および大きさを均一にするこ
となどを考慮すると、軟化温度が１５０℃以下の結着樹脂が好ましく、６０℃以上１５０
℃以下の結着樹脂が特に好ましい。その中でも、重量平均分子量が５０００以上５０００
００以下の結着樹脂が好ましい。結着樹脂は、１種を単独で使用でき、または、異なる２
種以上を併用できる。さらに、同じ樹脂であっても、分子量、単量体組成などのいずれか
がまたは全部が異なるものを複数種使用できる。
【０１０７】
　着色剤としては、電子写真分野で常用される有機系染料、有機系顔料、無機系染料、無
機系顔料などを使用できる。黒色の着色剤としては、たとえば、カーボンブラック、酸化
銅、二酸化マンガン、アニリンブラック、活性炭、非磁性フェライト、磁性フェライトお
よびマグネタイトなどが挙げられる。
【０１０８】
　黄色の着色剤としては、たとえば、黄鉛、亜鉛黄、カドミウムイエロー、黄色酸化鉄、
ミネラルファストイエロー、ニッケルチタンイエロー、ネーブルイエロー、ナフトールイ
エローＳ、ハンザイエローＧ、ハンザイエロー１０Ｇ、ベンジジンイエローＧ、ベンジジ
ンイエローＧＲ、キノリンイエローレーキ、パーマネントイエローＮＣＧ、タートラジン
レーキ、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３、Ｃ．Ｉ．
ピグメントイエロー１４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロ
ー１７、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９４およびＣ．
Ｉ．ピグメントイエロー１３８などが挙げられる。
【０１０９】
　橙色の着色剤としては、たとえば、赤色黄鉛、モリブデンオレンジ、パーマネントオレ
ンジＧＴＲ、ピラゾロンオレンジ、バルカンオレンジ、インダスレンブリリアントオレン
ジＲＫ、ベンジジンオレンジＧ、インダスレンブリリアントオレンジＧＫ、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントオレンジ３１およびＣ．Ｉ．ピグメントオレンジ４３などが挙げられる。
【０１１０】
　赤色の着色剤としては、たとえば、ベンガラ、カドミウムレッド、鉛丹、硫化水銀、カ
ドミウム、パーマネントレッド４Ｒ、リソールレッド、ピラゾロンレッド、ウオッチング
レッド、カルシウム塩、レーキレッドＣ、レーキレッドＤ、ブリリアントカーミン６Ｂ、
エオシンレーキ、ローダミンレーキＢ、アリザリンレーキ、ブリリアントカーミン３Ｂ、
Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド３、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド
５、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド６、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド７、Ｃ．Ｉ．ピグメントレ
ッド１５、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１６、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド４８：１、Ｃ．Ｉ
．ピグメントレッド５３：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５７：１、Ｃ．Ｉ．ピグメント
レッド１２２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１２３、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１３９、Ｃ
．Ｉ．ピグメントレッド１４４、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１４９、Ｃ．Ｉ．ピグメント
レッド１６６、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７７、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７８およ
びＣ．Ｉ．ピグメントレッド２２２などが挙げられる。
【０１１１】
　紫色の着色剤としては、たとえば、マンガン紫、ファストバイオレットＢおよびメチル
バイオレットレーキなどが挙げられる。青色の着色剤としては、たとえば、紺青、コバル
トブルー、アルカリブルーレーキ、ビクトリアブルーレーキ、フタロシアニンブルー、無
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金属フタロシアニンブルー、フタロシアニンブルー部分塩素化物、ファーストスカイブル
ー、インダスレンブルーＢＣ、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５、Ｃ．Ｉ．ピグメントブル
ー１５：２、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１６および
Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６０などが挙げられる。
【０１１２】
　緑色の着色剤としては、たとえば、クロムグリーン、酸化クロム、ピクメントグリーン
Ｂ、マラカイトグリーンレーキ、ファイナルイエローグリーンＧおよびＣ．Ｉ．ピグメン
トグリーン７などが挙げられる。白色の着色剤としては、たとえば、亜鉛華、酸化チタン
、アンチモン白および硫化亜鉛などの化合物が挙げられる。着色剤は１種を単独で使用で
き、または２種以上の異なる色のものを併用できる。また同色であっても、２種以上を併
用できる。着色剤の使用量は特に制限されないけれども、好ましくは結着樹脂１００重量
部に対して３重量部以上１０重量部以下である。
【０１１３】
　着色剤は、マスターバッチとして使用されることが好ましい。着色剤のマスターバッチ
は、たとえば、合成樹脂と着色剤とを混練することによって製造することができる。合成
樹脂としては、トナー原料に用いられる結着樹脂と同種の結着樹脂、またはトナー原料に
用いられる結着樹脂に対して良好な相溶性を有する樹脂が使用される。合成樹脂と着色剤
との使用割合は特に制限されないけれども、好ましくは合成樹脂１００重量部に対して着
色剤３０重量部以上１００重量部以下である。マスターバッチは、たとえば粒子径２～３
ｍｍ程度に造粒されて用いられる。着色剤がマスターバッチとして使用されると、結着樹
脂中での着色剤の分散性が向上し、後述の分散工程で得られる樹脂含有粒子中に、着色剤
を均一に微分散させることができる。
【０１１４】
　また本実施の形態では、トナー原料は離型剤を含む。トナー原料に離型剤を含ませるこ
とによって、高温オフセットを防止することができる。高温オフセットとは、定着用加熱
ローラでトナーを加熱して定着を行う熱ローラ定着法において、定着時にトナーが過剰に
溶融されて、溶融されたトナーの一部が定着用加熱ローラに融着して取去られることであ
る。
【０１１５】
　離型剤としては、たとえば、ワックスなどが挙げられる。ワックスとしては、たとえば
、カルナバワックス、ライスワックスなどの天然ワックス、ポリプロピレンワックス、ポ
リエチレンワックス、フィッシャートロプシュワックスなどの合成ワックス、モンタンワ
ックスなどの石炭系ワックス、パラフィンワックスなどの石油系ワックス、アルコール系
ワックス、エステル系ワックスなどが挙げられる。離型剤は、１種が単独で使用されても
よく、また２種以上が併用されてもよい。これらの中でも、結着樹脂との親和性に優れる
カルナバワックスが好ましい。
【０１１６】
　離型剤の融点は、８０℃以下であることが好ましい。離型剤の融点が８０℃を超えると
、加熱ローラでトナーを加熱して記録媒体に定着させるときに、離型剤が溶融せず、記録
媒体にトナーが定着されない低温オフセットを発生するおそれがある。したがって融点が
８０℃以下の離型剤を用いることによって、低温オフセットを防止することができる。ま
た離型剤の融点が８０℃以下であると、トナー全体としての軟化温度が低下し、低温定着
性が向上する。これによって、ヒータなどの加熱手段を用いて定着させる定着手段による
消費電力を低減することができる。
【０１１７】
　また離型剤の融点は、６０℃以上８０℃以下であることがさらに好ましい。離型剤の融
点が６０℃未満であると、溶融混練工程において離型剤が溶融し、離型剤の粘性と結着樹
脂の粘性との差が大きくなるので、結着樹脂中に離型剤を分散させることが困難となるお
それがある。また画像形成装置内でトナー粒子同士が凝集し、保存安定性が低下するおそ
れがある。したがって融点が６０℃以上８０℃以下の離型剤を用いることによって、離型
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剤が結着樹脂中に均一に分散して保存安定性に優れるとともに、低温オフセットを防止す
ることができるトナーを得ることができる。
【０１１８】
　離型剤は、結着樹脂１００重量部に対して３重量部以上１５重量部以下の割合で含まれ
ることが好ましい。離型剤が３重量部未満であると、離型性を充分に発揮することができ
ず、高温オフセットが発生するおそれがある。離型剤が１５重量部を超えると、感光体表
面に離型剤の薄い膜を形成するフィルミングが発生するおそれがある。したがって離型剤
の割合を、結着樹脂１００重量部に対して３重量部以上１５重量部以下とすることによっ
て、フィルミングおよび高温オフセットの発生を防止することができる。また離型剤は、
結着樹脂１００重量部に対して５重量部以上１５重量部以下の割合で含まれることがさら
に好ましい。離型剤がこのような割合で含まれると、フィルミングおよび高温オフセット
の発生を確実に防止することができる。
【０１１９】
　またトナー原料には、帯電制御剤などの添加剤が加えられてもよい。帯電制御剤を加え
ることによって、環境変化に対する帯電量を安定制御できる。帯電制御剤としては電子写
真分野で常用される正帯電制御剤および負帯電制御剤を使用できる。正帯電制御剤として
は、たとえば、塩基性染料、四級アンモニウム塩、四級ホスホニウム塩、アミノピリン、
ピリミジン化合物、多核ポリアミノ化合物、アミノシラン、ニグロシン染料およびその誘
導体、トリフェニルメタン誘導体、グアニジン塩、アミジン塩などが挙げられる。負帯電
制御剤としては、オイルブラック、スピロンブラックなどの油溶性染料、含金属アゾ化合
物、アゾ錯体染料、ナフテン酸金属塩、サリチル酸およびその誘導体の金属錯体および金
属塩（金属はクロム、亜鉛、ジルコニウムなど）、脂肪酸石鹸、長鎖アルキルカルボン酸
塩、樹脂酸石鹸などが挙げられる。帯電制御剤は１種を単独で使用できまたは必要に応じ
て２種以上を併用できる。帯電制御剤の使用量は特に制限されず広い範囲から適宜選択で
きるけれども、好ましくは、結着樹脂１００重量部に対して０．５重量部以上３重量部以
下である。
【０１２０】
　溶融混練工程では、まず前述の結着樹脂、着色剤および離型剤、ならびに必要に応じて
用いられる帯電制御剤などの添加剤を含むトナー原料を、混合機で乾式混合する。その後
、結着樹脂の軟化温度以上、熱分解温度未満の温度に加熱して溶融混練する。これによっ
て結着樹脂が軟化され、結着樹脂中に着色剤、離型剤などが分散される。結着樹脂、着色
剤および離型剤を含むトナー原料は、乾式混合されることなくそのまま溶融混練されても
よいけれども、乾式混合した後に溶融混練を行う方が、着色剤、離型剤などの結着樹脂以
外のトナー原料の結着樹脂中での分散性を向上させ、得られるトナーの帯電性能などの特
性を均一にすることができるので好ましい。
【０１２１】
　乾式混合に用いられる混合機としては、たとえば、ヘンシェルミキサ（商品名、三井鉱
山株式会社製）、スーパーミキサ（商品名、株式会社カワタ製）、メカノミル（商品名、
岡田精工株式会社製）などのヘンシェルタイプの混合装置、オングミル（商品名、ホソカ
ワミクロン株式会社製）、ハイブリダイゼーションシステム（商品名、株式会社奈良機械
製作所製）、コスモシステム（商品名、川崎重工業株式会社製）などが挙げられる。
【０１２２】
　溶融混練には、ニーダ、二軸押出機、二本ロールミル、三本ロールミル、ラボプラスト
ミルなどの混練機を用いることができ、このような混練機としては、たとえば、ＴＥＭ－
１００Ｂ（商品名、東芝機械株式会社製）、ＰＣＭ－６５／８７、ＰＣＭ－３０（以上い
ずれも商品名、株式会社池貝製）などの１軸または２軸のエクストルーダ、ニーデックス
（商品名、三井鉱山株式会社製）などのオープンロール方式の混練機などが挙げられる。
溶融混練は、複数の混練機を用いて行っても構わない。
【０１２３】
　溶融混練工程では、結着樹脂、着色剤および離型剤ならびに必要に応じて加えられる添
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加剤を溶融混練することによって、着色剤、離型剤および添加剤を結着樹脂中に均一に分
散させる。溶融混練工程では、着色剤および離型剤が、製造すべき樹脂含有粒子の粒子径
（０．４μｍ以上２．０μｍ以下）よりも充分に小さくなるように、着色剤および離型剤
を結着樹脂中に均一に分散させることが好ましい。着色剤および添加剤を結着樹脂中に均
一に分散させるためには、溶融混練工程における混練温度を好適な温度に設定することが
好ましい。以下オープンロール方式の混練機を例として、好適な混練温度について説明す
る。
【０１２４】
　図３は、オープンロール方式の混練機（以下「オープンロール式混練機」という）１１
における要部の構成を概略的に示す斜視図である。オープンロール式混練機１１は、テー
ブルフィーダーなどによって定量的かつ連続的に原料混合物の供給を受けるホッパ部１２
と、内部にらせん状のスクリューが内蔵された原料供給部１３と、原料混合物を溶融混練
する加熱ロール１４および冷却ロール１５と、加熱ロール１４の下部に設けられ、加熱ロ
ール１４の表面に付着する原料混合物の溶融混練物を加熱ロール１４表面から掻き取り落
下させる円形状のストリップカッターを有する溶融混練物取出部１６と、落下物を捕集す
る回収ボックス１７とを含んで構成される。
【０１２５】
　加熱ロール１４および冷却ロール１５は、それぞれのロールを支持する軸心部材である
不図示の加熱ロール軸および冷却ロール軸が不図示のロール支持部に回転自在にそれぞれ
支持される。加熱ロール１４および冷却ロール１５は、図示しない駆動手段により、その
軸線回りに矢符１８および矢符１９の方向に互いに逆向きになるように回転駆動される。
加熱ロール１４および冷却ロール１５の表面には、らせん状の溝が設けられているが、溝
がないロールを使用する構成であってもよい。
【０１２６】
　加熱ロール軸および冷却ロール軸は、図示しないけれども、内部が中空状に形成される
。加熱ロール軸にはオイルなどの加熱媒体を循環させることができ、冷却ロール軸には水
などの冷却媒体を循環させることができる。加熱媒体は、加熱ロール１４の原料混合物供
給側２０の温度を検知する不図示の温度センサからの検知結果に応じて不図示の供給制御
手段により温度制御され、加熱ロール軸に供給される。このことによって、加熱ロール１
４を原料混合物供給側２０と溶融混練物取出側２１とでの加熱温度を調整することができ
る。加熱ロール１４と同様に冷却ロール１５も冷却温度が調整される。このようにして加
熱温度と冷却温度とが調整されることにより、混練温度を安定化させることができる。冷
却ロール１５によって充分な冷却がなされない場合、溶融混練物の温度が上昇して低粘度
化し、充分なせん断力を溶融混練物に付与することが困難になる。その結果、結着樹脂中
での着色剤などの分散が不充分になるので、生産性の低下を招来する。
【０１２７】
　なお、溶融混練工程での混練温度とは溶融混練された原料混合物、すなわち溶融混練物
の温度であり、オープンロール式混練機１１における溶融混練物の温度は、加熱ロール１
４の原料混合物供給側２０の温度と略等しい温度となる。
【０１２８】
　加熱ロール１４および冷却ロール１５を支持する不図示のロール支持部には、加熱ロー
ル１４および冷却ロール１５の駆動手段、油圧シリンダ、加熱媒体および／または冷却媒
体を回転軸に供給する手段などが収容される。
【０１２９】
　原料供給部１３から矢符２２の方向に供給される原料混合物は、加熱ロール１４および
冷却ロール１５の回転によって、原料混合物供給側２０から溶融混練物取出側２１に移送
される。その際、ロール１４，１５により圧縮され、加熱ロール１４の表面温度によって
加熱されて溶融し、さらに加熱ロール１４表面に付着した状態で、ロール１４，１５間で
急激に圧縮力、せん断力を付与されて原料混合物が均質化および分散され、均質な溶融混
練物になる。
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【０１３０】
　原料混合物および溶融混練物の移送は、原料混合物が連続的に供給され、原料供給部１
３下方のロール１４，１５間に滞留する原料混合物が、ロール１４，１５の他の部分に滞
留する量よりも常に多くなるため、円滑に進行する。つまり、ロール１４，１５間に形成
されるバンク（溶融混練物滞留品）量は原料供給部１３の下方周辺で最も多いので、軸方
向に圧力差を生じ、これが移送の推進力となる。さらにロール１４，１５表面部に設けら
れるらせん状の溝によりスクリュー効果が発生し、これも推進力の一部になる。このよう
にして、ロール１４，１５間にて繰り返し圧縮、せん断を連続的に受けることによって、
着色剤などが結着樹脂中に均一に分散した溶融混練物が加熱ロール１４表面に付着した状
態で形成される。
【０１３１】
　溶融混練物取出部１６は、送給される原料混合物の溶融混練物を、矢符２３の方向、す
なわち回収ボックス１７側に排出する。回収ボックス１７は、加熱ロール１４および冷却
ロール１５から落下する溶融混練物を捕集する。
【０１３２】
　オープンロール式混練機１１によれば、まず、原料混合物が、原料供給部１３から加熱
ロール１４と冷却ロール１５との間に供給される。供給された原料混合物は、加熱ロール
１４および冷却ロール１５の回転によって、原料混合物供給側２０から溶融混練物取出側
２１に移送される。その間に、原料混合物は、圧縮、せん断、溶融、均質化および分散を
受け、均質な溶融混練物になる。この溶融混練物は、加熱ロール１４表面から掻き取られ
、溶融混練物取出部１６から回収ボックス１７に排出される。
【０１３３】
　このようなオープンロール式混練機１１を用いる溶融混練工程では、ロール１４，１５
の原料混合物供給側２０および溶融混練物取出側２１の温度を適宜設定することによって
、結着樹脂中に着色剤および離型剤を微分散させることができる。溶融混練の温度は、加
熱ロール１４の原料混合物供給側２０の温度が結着樹脂の軟化温度以上、熱分解温度未満
の温度以下となるように設定されることが好ましい。また具体的には、たとえば結着樹脂
としてポリエステル樹脂（ガラス転移温度；５６℃、軟化温度；１１０℃）が用いられる
場合、加熱ロール１４の原料混合物供給側２０の温度を１４０℃以上１７０℃以下に設定
し、冷却ロール１５の原料混合物供給側２０の温度を４０℃以上７０℃以下に設定するこ
とが好ましい。このように混練温度を好適に設定することによって、溶融混練物の粘度を
好適にすることができ、充分なせん断力を溶融混練物に付与することができるので、着色
剤および添加剤を、製造すべき樹脂含有粒子の粒子径（０．４μｍ以上２．０μｍ以下）
よりも充分に小さい大きさで結着樹脂中に均一に分散させることができる。樹脂含有粒子
中で分散する着色剤は、着色剤粒子の分散径が１０ｎｍ（０．０１μｍ）以上５００ｎｍ
（０．５μｍ）以下であることが好ましい。
【０１３４】
　溶融混練工程で得られた結着樹脂、着色剤および離型剤を含む溶融混練物は、冷却固化
の後、粗粉砕されて不定形樹脂粒子とされる。本実施の形態では、分散工程の前に、溶融
混練物の固化物を予め粗粉砕し、好ましい大きさの不定形樹脂粒子とする。粗粉砕の程度
は、高圧ホモジナイザの種類などによって決定されるけれども、不定形樹脂粒子の体積平
均粒子径を１００μｍ程度とするように、粗粉砕することが好適である。体積平均粒子径
が１００μｍよりも大きくなり過ぎると、後述の分散工程においてスラリー中での不定形
樹脂粒子の沈降速度が大きくなり、不定形樹脂粒子の分散状態を均一に保つことが困難で
ある。また敢えて工程数を増加させて１００μｍよりも小さくなり過ぎる程度まで処理す
る必要はない。溶融混練物の固化物の粗粉砕方法は特に限定されない。溶融混練物の固化
物の粗粉砕は、たとえば、クラッシャー、ハンマーミル、アトマイザー、フェザーミル、
ジェットミルなどを用いて行う。また不定形樹脂粒子の粗粉砕は、次の分散工程で得られ
たスラリーを耐圧ノズルに通過させることによって行われてもよい。
【０１３５】
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　（Ｂ）分散工程
　分散工程では、溶融混練工程で得られた溶融混練物の固化物の粗粉砕物であり、結着樹
脂および着色剤を含む不定形樹脂粒子と、水性媒体と、前述の本発明の凝集分散剤とを混
合し、たとえば常温環境にて前述の本発明の凝集分散剤の存在下、水性媒体中に不定形樹
脂粒子を分散させて、不定形樹脂粒子のスラリーを得る。水性媒体としては、たとえば、
活性炭法、イオン交換法、蒸留法、逆浸透法などの公知の方法によって得ることができる
純水を用いることが好ましい。
【０１３６】
　分散工程において、不定形樹脂粒子は、水性媒体１００重量部に対して３重量部以上５
０重量部以下の割合で使用されることが好ましい。また不定形樹脂粒子は、水性媒体１０
０重量部に対して５重量部以上２５重量部以下の割合で使用されることがさらに好ましい
。ここで不定形樹脂粒子は後述の細粒化工程で細粒化されて樹脂含有粒子となるので、不
定形樹脂粒子の使用割合と樹脂含有粒子との使用割合は一致する。
【０１３７】
　不定形樹脂粒子の割合が３重量部未満であると、粒子濃度が希薄であり、後述の凝集工
程における凝集が困難となるおそれがある。また不定形樹脂粒子の使用割合が５０重量部
を超えると、後述の細粒化工程において不定形樹脂粒子が細粒化されてなる樹脂含有粒子
同士の距離が短くなり過ぎ、好ましい凝集度合とすることが困難となるおそれがある。ま
たスラリーの粘度が高くなり過ぎ、後述の高圧ホモジナイザに備えられるノズルにスラリ
ーを通したときに、ノズルの目詰まりが生じるおそれがある。したがって不定形樹脂粒子
の割合を上記範囲とすることによって、後述の凝集工程における粒子の凝集度合を好適に
することができる。これによって、好適な大きさの粒子凝集体を得ることができる。
【０１３８】
　本発明において凝集分散剤は、不定形樹脂粒子１００重量部に対して５重量部以上２０
重量部以下の割合で使用されることが好ましい。また凝集分散剤は、不定形樹脂粒子１０
０重量部に対して８重量部以上１５重量部以下で使用されることがさらに好ましい。凝集
分散剤の使用割合が５重量部未満であると、不定形樹脂粒子に対して凝集分散剤の量が少
なくなり過ぎ、不定形樹脂粒子の分散性が低下する。また凝集分散剤の使用割合が２０重
量部を超えると、不定形樹脂粒子に対して凝集分散剤の量が多くなり過ぎ、不定形樹脂粒
子の分散性が高くなり過ぎて後述の凝集工程における樹脂含有粒子の凝集が困難となるお
それがある。
【０１３９】
　分散工程は、たとえば、後述の図４に示す高圧ホモジナイザ３１のタンク３５内に水性
媒体、凝集分散剤および不定形樹脂粒子を投入し撹拌することによって行われる。分散工
程が実施される時間は、特に制限されないけれども、好ましくは５分以上３０分以下であ
る。分散工程の実施時間をこのような範囲とすることによって、不定形樹脂粒子を水性媒
体中に充分に分散させることができる。
【０１４０】
　（Ｃ）細粒化工程
　分散工程で得られる不定形樹脂粒子のスラリーは、細粒化工程に供される。細粒化工程
では、スラリーに含まれる不定形樹脂粒子を細粒化し、樹脂含有粒子のスラリーを得る。
具体的には、結着樹脂および着色剤を含む不定形樹脂粒子をさらに細粒化して、不定形樹
脂粒子の体積平均粒子径を０．４μｍ以上２．０μｍ以下とする。体積平均粒子径が０．
４μｍ以上２．０μｍ以下にまで細粒化された不定形樹脂粒子を、以下「樹脂含有粒子」
という。本実施の形態では、不定形樹脂粒子の細粒化は、高圧ホモジナイザ法によって行
われる。高圧ホモジナイザ法による細粒化工程は、粉砕段階と、冷却減圧段階とを含む。
【０１４１】
　高圧ホモジナイザ法とは高圧ホモジナイザを用いて合成樹脂、離型剤などを含む不定形
樹脂粒子の微粉化または粒状化を行う方法であり、高圧ホモジナイザとは加圧下に粒子を
粉砕する装置である。高圧ホモジナイザとしては、市販品、特許文献に記載のものなどを
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使用できる。高圧ホモジナイザの市販品としては、たとえば、マイクロフルイダイザー（
商品名、マイクロフルディクス（Ｍｉｃｒｏｆｌｕｉｄｉｃｓ）社製）、ナノマイザー（
商品名、ナノマイザー社製）、アルティマイザー（商品名、株式会社スギノマシン製）な
どのチャンバ式高圧ホモジナイザ、高圧ホモジナイザ（商品名、ラニー（Ｒａｎｎｉｅ）
社製）、高圧ホモジナイザ（商品名、三丸機械工業株式会社製）、高圧ホモゲナイザ（商
品名、株式会社イズミフードマシナリ製）などが挙げられる。また特許文献に記載の高圧
ホモジナイザとしては、たとえば、国際公開第０３／０５９４９７号パンフレットに記載
のものが挙げられる。これらの中でも、国際公開第０３／０５９４９７号パンフレットに
記載の高圧ホモジナイザが好ましい。
【０１４２】
　図４は、本発明のトナーの製造方法に好適に用いられる高圧ホモジナイザ３１を簡略化
して示す系統図である。高圧ホモジナイザ３１は、細粒化ユニット３２と、凝集・加熱ユ
ニット３３と、配管３４とを含む。
【０１４３】
　細粒化ユニット３２は、タンク３５と、送りポンプ３６と、加圧ユニット３７と、加熱
ユニット３８と、耐圧性容器３９と、切換部４０と、第１～第３の耐圧ノズル４１ａ，４
１ｂ，４１ｃと、冷却モジュール４２と、減圧モジュール４３とを含む。凝集・加熱ユニ
ット３３は、タンク３５と、送りポンプ３６と、加圧ユニット３７と、加熱ユニット３８
と、耐圧性容器３９と、切換部４０と、耐圧ノズル４４と、第１～第３の減圧モジュール
４５ａ，４５ｂ，４５ｃと、冷却モジュール４６とを含む。
【０１４４】
　細粒化ユニット３２と凝集・加熱ユニット３３とにおいて、タンク３５、送りポンプ３
６、加圧ユニット３７、加熱ユニット３８、耐圧性容器３９および切換部４０は共用であ
る。配管３４は、細粒化ユニット３２、細粒化ユニット３２に含まれる各構成部材、凝集
・加熱ユニット３３および凝集・加熱ユニット３３に含まれる各構成部材を機械的に接続
する。配管３４に付される矢符の向きは、スラリーの流下方向を示す。また図４において
、第１～第３の耐圧ノズル４１ａ，４１ｂ，４１ｃは配管３４を介して接続されるけれど
も、配管３４を介することなくノズル同士が直接連結されてもよい。細粒化工程では、高
圧ホモジナイザ３１の細粒化ユニット３２が使用される。
【０１４５】
　細粒化ユニット３２は、スラリーの流下する順番に、タンク３５、送りポンプ３６、加
圧ユニット３７、加熱ユニット３８、耐圧性容器３９、切換部４０、第１の耐圧ノズル４
１ａ、第２の耐圧ノズル４１ｂ、第３の耐圧ノズル４１ｃ、冷却モジュール４２、および
減圧モジュール４３が順に配置されて構成される。
【０１４６】
　細粒化工程において、細粒化ユニット３２に含まれるタンク３５には、分散工程で得ら
れた樹脂含有粒子のスラリーが収容される。タンク３５内には、スラリーを撹拌する撹拌
手段が備えられる。
【０１４７】
　加圧ユニット３７は、たとえば、プランジャーと、プランジャーによって吸入吐出駆動
されるポンプ部とを備えるプランジャーポンプによって構成される。加熱ユニット３８は
、たとえば、スラリーが流下する配管３４を加熱するコイルなどの加熱手段を備える加熱
炉によって構成される。加圧条件および加熱条件の詳細については後述する。
【０１４８】
　耐圧性容器３９は、耐圧性を有する密閉容器である。耐圧性容器３９は、内部に収容さ
れるスラリーを撹拌する撹拌手段を備えることが好ましい。切換部４０は、細粒化工程と
、凝集工程とのいずれの工程を行うかに応じて、スラリーを細粒化ユニット３２の第１の
耐圧ノズル４１ａと、凝集・加熱ユニット３３の耐圧ノズル４４とのいずれに送給するか
を切換える。細粒化工程では、切換部４０は、スラリーが第１の耐圧ノズル４１ａに送給
されるように切換える。
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【０１４９】
　第１～第３の耐圧ノズル４１ａ，４１ｂ，４１ｃ（以下特定の耐圧ノズルを示す場合を
除いて、単に「耐圧ノズル４１」という）としては、たとえば、液体流下路を複数有する
多重ノズルを好ましく使用できる。多重ノズルの液体流下路は多重ノズルの軸心を中心と
する同心円状に形成されてもよく、または複数の液体流下路が多重ノズルの長手方向にほ
ぼ平行に形成されてもよい。本発明の製造方法において使用する多重ノズルの一例として
は、入口径および出口径０．０５～０．３５ｍｍ程度、並びに長さ０．５～５ｃｍの液体
流下路が１または複数、好ましくは１～２程度形成されたものが挙げられる。また耐圧ノ
ズルとして、図５に示すものが挙げられる。
【０１５０】
　図５は、耐圧ノズル４１の構成を模式的に示す断面図である。耐圧ノズル４１はその内
部に液体流下路５１を有する。液体流下路５１は鉤状に屈曲し、矢符５２の方向から液体
流下路５１内に進入する粒子のスラリーが衝突する衝突壁５３を少なくとも１つ有する。
粒子を含むスラリーは衝突壁５３に対してほぼ直角に衝突し、これによって粒子が粉砕さ
れ、より小径化された粒子となって耐圧ノズル４１から排出される。このような液体流下
路５１を有する耐圧ノズル４１によれば、粒子の小径化を安定的に実施できるとともに、
小径化した粒子同士の接触による粒子の凝集および粗大化を防止することができる。本実
施の形態では、耐圧ノズル４１は、入口径と出口径とが同寸法に形成されるけれども、こ
れに限定されることなく、出口径が入口径よりも小さく形成されてもよい。また本実施の
形態では、耐圧ノズル４１は、３個が連結されて設けられるけれども、これに限定される
ことなく、１個が設けられてもよく、また２個以上が連結されて設けられてもよい。
【０１５１】
　冷却モジュール４２は、耐圧構造を有する一般的な液体冷却機である。冷却モジュール
４２としては、たとえば、スラリーが流下する配管３４を水冷によって冷却する冷却機を
用いることができる。冷却モジュール４２としては、蛇管式冷却機のように冷却面積の大
きい冷却機を用いることが好ましい。また冷却機入口から冷却機出口に向けて、冷却勾配
が小さくなるように（または冷却能力が低くなるように）構成するのが好ましい。これに
よって、不定形樹脂粒子の小径化が一層効率的に達成される。また不定形樹脂粒子を細粒
化して得た樹脂含有粒子同士の再付着による粗大化を防止し、小径化された樹脂含有粒子
の収率を向上させ得る。耐圧ノズル４１から排出される小径化された樹脂含有粒子のスラ
リーは、冷却モジュール４２に導入され、冷却勾配を有する冷却モジュール４２での冷却
を受け、冷却モジュール４２から排出される。その後減圧モジュール４３に導入される。
冷却モジュール４２は１つを設けてもよくまたは複数を設けてもよい。
【０１５２】
　減圧モジュール４３としては、国際公開第０３／０５９４９７号パンフレットに記載の
多段減圧装置を用いるのが好ましい。この多段減圧装置は、樹脂含有粒子を含む加圧され
たスラリーを多段減圧装置内に導入する入口通路と、入口通路に連通するように形成され
て、樹脂含有粒子を含む減圧されたスラリーを該多段減圧装置の外部に排出する出口通路
と、入口通路と出口通路との間に設けられて、連結部材を介して２以上の減圧部材が連結
されてなる多段減圧手段とを含んで構成される。
【０１５３】
　多段減圧装置において、多段減圧手段に用いられる減圧部材としては、たとえば、パイ
プ状部材が挙げられる。連結部材としては、たとえば、リング状シールが挙げられる。内
径の異なる複数のパイプ状部材をリング状シールにて連結することによって多段減圧手段
が構成される。たとえば、入口通路から出口通路に向けて、同じ内径を有するパイプ状部
材を２～４個連結し、次にこれらよりも２倍程度内径の大きなパイプ状部材を１個連結し
、さらに、２倍程度内径の大きなパイプ状部材よりも５～２０％程度内径の小さなパイプ
状部材を１～３個程度連結することによって、パイプ状部材内を流下する樹脂含有粒子を
含むスラリーが徐々に減圧され、最終的にはバブリングが起こらない程度の圧力、好まし
くは大気圧まで減圧される。
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【０１５４】
　多段減圧手段の周囲に冷媒または熱媒を用いる熱交換手段を設け、樹脂含有粒子を含む
スラリーに付加される圧力値に応じて、冷却または加熱を行ってもよい。多段減圧装置は
１つ設けてもよくあるいは複数を直列または並列に設けてもよい。また減圧モジュール４
３の減圧部材としては、図６に示すものが挙げられる。
【０１５５】
　図６は、減圧モジュール４３の減圧部材の構成を模式的に示す断面図である。減圧モジ
ュール４３の減圧部材は、その内部に液体流下路５４を有する。液体流下路５４は、出口
径が入口径よりも小さく形成される。さらに本実施の形態では、液体流下路５４は、スラ
リーの流下方向である矢符５５に垂直な断面が、入口から出口に近づくにつれて徐々に小
さくなり、かつ矢符５５に垂直な断面の中心が、スラリーの流下方向に平行な同一軸線上
に存在する。減圧モジュール４３では、矢符５５の方向で液体流下路５４内に進入したス
ラリーを、液体流下路５４内を流下させる間に減圧する。
【０１５６】
　細粒化工程では、以上のような高圧ホモジナイザ３１の細粒化ユニット３２を用いて、
粉砕段階および冷却減圧段階を行う。細粒化工程では、分散工程において水性媒体中に分
散している状態の不定形樹脂粒子を、所望の粒子径、たとえば体積平均粒子径０．４μｍ
以上２．０μｍ以下の樹脂含有粒子となるまで細粒化する。
【０１５７】
　粉砕段階では、分散工程で得られる樹脂含有粒子のスラリーを加熱加圧下で耐圧ノズル
４１に通過させる。これによって、不定形樹脂粒子を粉砕して得られた樹脂含有粒子を含
むスラリーであって、加熱加圧状態にあるスラリーを得る。
【０１５８】
　不定形樹脂粒子は、分散工程によって水性媒体中に分散され、スラリーの状態でタンク
３５に収容されている。タンク３５に収容される不定形樹脂粒子を含むスラリー（以下「
不定形樹脂粒子スラリー」という）は、送りポンプ３６によって送出され、加圧ユニット
３７および加熱ユニット３８によって加熱加圧される。
【０１５９】
　加圧ユニット３７および加熱ユニット３８による不定形樹脂粒子スラリーの加圧加熱条
件は、特に制限されないけれども、５０ＭＰａ以上２５０ＭＰａ以下に加圧され、かつ５
０℃以上に加熱されるのが好ましく、５０ＭＰａ以上２５０ＭＰａ以下に加圧され、かつ
不定形樹脂粒子の軟化温度以上に加熱されるのがさらに好ましく、５０ＭＰａ以上２５０
ＭＰａ以下に加圧され、かつ不定形樹脂粒子の軟化温度以上、不定形樹脂粒子の軟化温度
＋２５℃以下に加熱されるのが特に好ましい。不定形樹脂粒子の軟化温度とは、フローテ
スターの１／２軟化温度である。具体的に述べると、不定形樹脂粒子の軟化温度は、流動
特性評価装置（商品名：フローテスターＣＦＴ－１００Ｃ、株式会社島津製作所製）を用
い、試料１ｇを、ダイ（ノズル）から押出されるように荷重１０ｋｇｆ／ｃｍ２（９．８
×１０５Ｐａ）を与えながら、昇温速度毎分６℃で加熱し、ダイから試料の半分が流出し
たときの温度として求められる。ダイには、口径１ｍｍ、長さ１ｍｍのものが用いられる
。
【０１６０】
　加圧ユニット３７による不定形樹脂粒子スラリーへの加圧力が５０ＭＰａ未満では、せ
ん断エネルギーが小さくなり、小粒径化が充分に出来ないおそれがある。また不定形樹脂
粒子が凝集するおそれがある。加圧ユニット３７による不定形樹脂粒子スラリーへの加圧
力が２５０ＭＰａを超えると、実際の生産ラインにおいて危険性が大きくなり過ぎ、現実
的ではない。不定形樹脂粒子スラリーは、前記範囲の圧力および温度で耐圧ノズルの入口
から耐圧ノズル内に導入される。本実施の形態では、不定形樹脂粒子スラリーを２１０Ｍ
Ｐａに加圧し、かつ１２０℃に加熱する。
【０１６１】
　以上のようにして不定形樹脂粒子スラリーが加熱ユニット３８によって加熱されるとき
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、不定形樹脂粒子スラリーが、凝集分散剤の凝集開始温度以上に加熱される場合がある。
しかしながらここでは加圧ユニット３７によって５０ＭＰａ以上の圧力にまでスラリーが
加圧されているので、不定形樹脂粒子スラリーの温度が凝集分散剤の凝集開始温度以上に
なっても、凝集分散剤の分散能は低下しない。したがって加圧ユニット３７および加熱ユ
ニット３８で加熱加圧されたスラリーの状態は、不定形樹脂粒子が水性媒体中で分散して
いる状態である。
【０１６２】
　凝集分散剤にガラス転移温度（Ｔｇ）が存在する場合、すなわち凝集分散剤に含まれる
ポリマーにガラス転移温度（Ｔｇ）が存在する場合には、あまりにも凝集分散剤中のポリ
マーのガラス転移温度（Ｔｇ）とかけ離れた温度に加熱ユニット３８で不定形樹脂粒子ス
ラリーを加熱すべきではない。瞬間的に凝集分散剤が高温高圧に曝される分には問題ない
が、後述するように減圧工程および冷却工程も段階的に、すなわち叙々に行われるので、
不定形樹脂粒子スラリーの最高到達温度が高すぎると、最終的に常温常圧に戻されるまで
の間に、不定形樹脂粒子スラリーの温度が、ポリマーのガラス転移温度（Ｔｇ）を超えた
状態が長く続くことになる。このように不定形樹脂粒子スラリーの温度が、ポリマーのガ
ラス転移温度（Ｔｇ）を超えた状態が長く続くと、凝集分散剤中のポリマーが分解または
失活することで、配管内に凝集が起こり、スラリー作製が困難になる。
【０１６３】
　目安としては、スラリーの最高到達温度と凝集分散剤中のポリマーのガラス転移温度（
Ｔｇ）との差が１００℃未満である。スラリーの最高到達温度と凝集分散剤中のポリマー
のガラス転移温度（Ｔｇ）との差が１００℃未満であれば、スラリー中の固形分濃度が３
０重量％であっても、この問題に起因する配管詰まりは回避できると考えられる。実際に
は、加熱ユニット３８による不定形樹脂粒子スラリーの加熱温度は、前述のように、不定
形樹脂粒子の軟化温度に基づいて設定されるべきである。したがって、凝集分散剤は、不
定形樹脂粒子の軟化温度を考慮して選択されることが好ましく、具体的には、加熱ユニッ
ト３８による不定形樹脂粒子スラリーの加熱温度が前記範囲内にあるとき、すなわち不定
形樹脂粒子の軟化温度以上、不定形樹脂粒子の軟化温度＋２５℃以下にあるときに、不定
形樹脂粒子スラリーの最高到達温度と凝集分散剤中のポリマーのガラス転移温度（Ｔｇ）
との差が１００℃未満になるようなガラス転移温度を有する凝集分散剤を選択することが
好ましい。
【０１６４】
　つまり、細粒化工程における不定形樹脂粒子スラリーの温度は、前記凝集分散剤のガラ
ス転移温度Ｔｇ［℃］に１００［℃］を加算した基準温度（Ｔｇ＋１００［℃］）未満で
ある。細粒化工程におけるスラリーの温度が基準温度以上であると、凝集分散剤が分散能
を失った状態で不定形樹脂粒子の細粒化が行われるおそれがあり、分散工程で分散された
不定形樹脂粒子が、細粒化工程で再び凝集し、所望の粒径の樹脂含有粒子が得られないお
それがある。また高圧ホモジナイザを用いて細粒化が行われる場合には、凝集した不定形
樹脂粒子が配管を詰まらせてしまうおそれがある。前述のように細粒化工程におけるスラ
リーの温度を基準温度未満にすることによって、凝集分散剤の分散能を維持して、細粒化
工程における不定形樹脂粒子の再凝集を防ぐことができるので、所望の粒径の樹脂含有粒
子をより確実に得ることができる。また高圧ホモジナイザを用いて細粒化が行われる場合
に配管が詰まってしまうことを防ぐことができる。
【０１６５】
　加圧ユニット３７および加熱ユニット３８で加熱加圧されたスラリーは、耐圧性容器３
９に送給される。耐圧性容器３９に送給されたスラリーは、直ちに耐圧ノズル４１に導入
され排出される。
【０１６６】
　耐圧ノズル４１に導入されるスラリーは、耐圧ノズル４１を通過し、スラリー中の不定
形樹脂粒子が粉砕されて小径化される。本実施の形態では、耐圧ノズル４１は３つが設け
られるけれども、耐圧ノズル４１は１つが設けられてもよく、また３つ以外の複数が設け
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られてもよい。不定形樹脂粒子が耐圧ノズル４１を流下する粉砕段階が終了すると、冷却
減圧段階に進む。
【０１６７】
　冷却減圧段階では、粉砕段階で得られるスラリーを、冷却し、バブリングが発生しない
圧力まで徐々に減圧する。本実施の形態では、まず冷却モジュール４２によってスラリー
を冷却し、その後減圧モジュール４３によってバブリングが発生しない圧力まで徐々に減
圧する。減圧は、段階的に徐々に行うのが好ましい。冷却温度および圧力には制限はない
けれども、本実施の形態では、冷却モジュール４２によって４０℃以下にまで冷却し、減
圧モジュール４３によってスラリーを大気圧にまで減圧する。このように、粉砕段階の直
後に冷却モジュール４２でスラリーを冷却し、引き続いて減圧モジュール４３でスラリー
を泡の発生（バブリング）が起こらない圧力まで減圧することによって、スラリー中での
バブリングひいては樹脂含有粒子の再凝集による粗大化が防止される。冷却モジュール４
２および減圧モジュール４３によって冷却および減圧されたスラリーは、減圧モジュール
４３外に排出され、配管３４を介してタンク３５に戻される。
【０１６８】
　このような粉砕段階と冷却減圧段階とを含む細粒化工程は、必要に応じて複数回が繰返
し実施されてもよい。細粒化工程は、スラリー中の不定形樹脂粒子の体積平均粒子径が０
．４μｍ以上２．０μｍ以下の樹脂含有粒子となるまで実施される。樹脂含有粒子の体積
平均粒子径が０．４μｍ未満であると、樹脂含有粒子が小さくなりすぎ、樹脂含有粒子の
結着樹脂中に着色剤および離型剤が均一に分散されていないおそれがある。また樹脂含有
粒子の体積平均粒子径が２．０μｍを超えると、たとえば４μｍ以上８μｍ以下の小粒径
のトナーを形成することが困難となるおそれがある。上記のような小粒径のトナーの形成
には、樹脂含有粒子の体積平均粒子径が０．４μｍ以上１．０μｍ以下であることがさら
に好ましい。
【０１６９】
　樹脂含有粒子の体積平均粒子径が０．４μｍ以上２．０μｍ以下となるまで不定形樹脂
粒子の細粒化が行われ、タンク３５に体積平均粒子径が０．４μｍ以上２．０μｍ以下の
樹脂含有粒子を含むスラリーが収容されると、凝集工程に移る。
【０１７０】
　（Ｄ）凝集工程
　凝集工程では、樹脂含有粒子のスラリーに２価以上の金属塩を添加し、樹脂含有粒子を
凝集させる。本実施の形態の凝集工程は、金属塩添加段階と、加熱凝集段階とを含む。凝
集工程では、高圧ホモジナイザ３１の凝集・加熱ユニット３３が使用される。
【０１７１】
　凝集・加熱ユニット３３は、スラリーの流下する順番に、タンク３５、送りポンプ３６
、加圧ユニット３７、加熱ユニット３８、耐圧性容器３９、切換部４０、耐圧ノズル４４
、第１の減圧モジュール４５ａ、第２の減圧モジュール４５ｂ、冷却モジュール４６、第
３の減圧モジュール４５ｃが順に配置されて構成される。タンク３５、送りポンプ３６、
加圧ユニット３７、加熱ユニット３８、耐圧性容器３９および切換部４０については、細
粒化ユニット３２と共用されるので、その説明を省略する。また本工程の説明において特
定の減圧モジュールを示す場合を除き、第１～第３の減圧モジュール４５ａ，４５ｂ，４
５ｃを「減圧モジュール４５」という。
【０１７２】
　凝集・加熱ユニット３３の耐圧ノズル４４は、たとえば図３に示す耐圧ノズル４１と同
様のノズルを用いることができる。凝集・加熱ユニット３３の耐圧ノズル４４は、後述の
凝集剤によって凝集されたスラリー中の粒子を粉砕し、粒子が凝集し過ぎることを防止す
る。凝集・加熱ユニット３３の冷却モジュール４６としては、細粒化ユニット３２の冷却
モジュール４２と同様のものを用いることができる。凝集・加熱ユニット３３の減圧モジ
ュール４５としては、図７に示す減圧部材を備えるものが挙げられる。
【０１７３】
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　図７は、凝集・加熱ユニット３３の減圧モジュール４５の減圧部材の構成を模式的に示
す断面図である。図７（ａ）は凝集・加熱ユニット３３に含まれる第１の減圧モジュール
４５ａの減圧部材の構成を模式的に示す断面図であり、図７（ｂ）は凝集・加熱ユニット
３３に含まれる第２の減圧モジュール４５ｂの減圧部材の構成を模式的に示す断面図であ
り、図７（ｃ）は凝集・加熱ユニット３３に含まれる第３の減圧モジュール４５ｃの減圧
部材の構成を模式的に示す断面図である。
【０１７４】
　第１～第３の減圧モジュール４５は、減圧部材の内部形状が異なること以外は、前述の
減圧モジュール４５と同様の構成であるので、詳しい説明を省略する。第１の減圧モジュ
ール４５ａの減圧部材は、図７（ａ）に示すように、その内部に液体流下路５６を有する
。液体流下路５６はスラリーの流下方向である矢符５７の方向に垂直な方向の流路断面が
小さい部分と大きい部分とが交互に形成される。本実施の形態では、液体流下路５６は、
出口径が入口径よりも大きく形成され、スラリーの流下方向である矢符５５に垂直な断面
の中心が、スラリーの流下方向に平行な同一軸線上に存在する。第１の減圧モジュール４
５ａでは、矢符５７の方向で流下路５６内に進入したスラリーを、液体流下路５６内を流
下させる間に減圧する。第２の減圧モジュール４５ｂの減圧部材は、図７（ｂ）に示すよ
うに、第１の減圧モジュール４５ａと同様の構成を有するので説明を省略する。第３の減
圧モジュール４５ｃの減圧部材は、図７（ｃ）に示すように、その内部に液体流下路５８
を有する。液体流下路５８は、出口径が入口径よりも大きく形成される。さらに本実施の
形態では、液体流下路５８は、スラリーの流下方向である矢符５９に垂直な断面が、入口
から出口に近づくにつれて徐々に大きくなり、かつ矢符５９に垂直な断面の中心が、スラ
リーの流下方向に平行なスラリーの流下方向に平行な同一軸線上に存在する。第３の減圧
モジュール４５ｃでは、矢符５９の方向で流体流下路５８内に進入したスラリーを、液体
流下路５８内を流下させる間に減圧する。
【０１７５】
　凝集工程では、以上のような高圧ホモジナイザ３１の凝集・加熱ユニット３３を用いて
、細粒化工程で得られる体積平均粒子径が０．４μｍ以上２．０μｍ以下の樹脂含有粒子
を凝集させる。
【０１７６】
　細粒化工程で得られた体積平均粒子径が０．４μｍ以上２．０μｍ以下の樹脂含有粒子
を含むスラリーは、常温環境下でタンク３５に収容されている。細粒化工程終了時におけ
るポリマーは、前述の図１（ａ）に示すように、スラリー中で、アニオン性極性基が水性
媒体中の水分子と水素結合してポリマーが水溶性を示し、スラリー中の樹脂含有粒子が分
散状態に保たれる。
【０１７７】
　金属塩添加段階では、タンク３５内の樹脂含有粒子のスラリーに２価以上の金属塩を添
加して、樹脂含有粒子の凝集物を含むスラリーを得る。
【０１７８】
　２価以上の金属塩としては、水溶性の金属塩が好ましく、たとえば、バリウム、マグネ
シウム、カルシウム、銅、ニッケル、コバルト、アルミニウムなどの硝酸塩、酢酸塩、硫
酸塩、塩化物などが挙げられる。このような２価以上の金属塩は、１種を単独で使用でき
または２種以上を併用できる。２価以上の金属塩としては、マグネシウムの塩化物である
塩化マグネシウムが好ましい。
【０１７９】
　このような２価以上の金属塩をスラリーに添加することによって、前述の図１（ｂ）に
示すように、２価以上の金属塩の金属イオンと一部のアニオン性極性基とが結合し、一部
のアニオン性極性基と水分子との水素結合が切れる。これによってポリマーの水溶性が低
下し、スラリー中の樹脂含有粒子が凝集する。
【０１８０】
　２価以上の金属塩は、ポリマーが有するアニオン極性基の全価数が、２価以上の金属塩
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の金属イオンの全価数よりも多くなる量で添加されることが好ましい。また２価以上の金
属塩の金属イオンの全価数が、ポリマーが有するアニオン極性基の全価数の２０％以上６
０％以下であることがさらに好ましい。このような量で２価以上の金属塩が添加されると
、金属イオンと結合しないアニオン性極性基を存在させることができ、適度な分散性を保
持したまま樹脂含有粒子を凝集させることができる。また上記のような量で２価以上の金
属塩が添加されると、凝集工程後の洗浄工程において、粒子凝集体からのポリマーの除去
を容易に行うことができる。
【０１８１】
　２価以上の金属塩は、凝集分散剤１００重量部に対して６５重量部以上３００重量部以
下の割合で樹脂含有粒子のスラリーに添加されることが好ましく、１００重量部以上２６
０重量部以下であることがさらに好ましい。２価以上の金属塩が６５重量部未満であると
、スラリー中で樹脂含有粒子を凝集させる力が小さくなり過ぎ、樹脂含有粒子を凝集させ
ることが困難となるおそれがある。また２価以上の金属塩が３００重量部を超えると、ス
ラリー中で樹脂含有粒子を凝集させる力が大きくなり過ぎ、凝集体粒子が粗大化するおそ
れがある。したがって２価以上の金属塩の使用割合を凝集分散剤１００重量部に対して６
５重量部以上３００重量部以下とすることによって、樹脂含有粒子の凝集が不充分となる
こと、および樹脂含有粒子が凝集し過ぎることを防止することができ、粒子凝集体の凝集
度合を好適にすることができる。
【０１８２】
　また前述のように、２価以上の金属塩の金属イオンとアニオン性極性基とが結合する反
応は不可逆反応である。したがって樹脂含有粒子の凝集体の大きさおよび形状を制御する
ためには、金属イオンとアニオン性極性基とを可及的に穏やかに反応させることが必要で
ある。しかしながら金属イオンとアニオン性極性基との反応を可及的に穏やかにすると、
処理時間が長くなり、生産性が低下する。したがって金属イオンとアニオン性極性基との
急速な反応を防止しつつ、処理時間を短縮できるように、２価以上の金属塩を添加するこ
とが望まれる。
【０１８３】
　金属イオンとアニオン性極性基との急速な反応を防止しつつ、処理時間を短縮するため
に、２価以上の金属塩は、水性媒体を溶媒とする溶液の形態で使用されることが好ましい
。これによって、操作性が向上し、適量の２価以上の金属塩をスラリーに添加することが
できるので、適量の金属イオンをアニオン性極性基と結合させることができ、樹脂含有粒
子の凝集が不充分となること、および樹脂含有粒子が凝集し過ぎることを防止することが
できる。
【０１８４】
　２価以上の金属塩の溶液は、２価以上の金属塩の濃度が５重量％以上３０重量％以下で
あることが好ましい。濃度が５重量％未満であると、使用する溶液量が増大するとともに
、好適な量の２価以上の金属塩を添加するための処理時間が延び、生産性が低下するおそ
れがある。濃度が３０重量％を超えると、少量の溶液によって凝集度合を制御しなくては
ならず、樹脂含有粒子が凝集し過ぎるなど、操作性が悪化する。これによって粒子凝集体
が粗大化するおそれがある。したがって溶液の濃度を上記範囲とすることによって、操作
性を向上させることができ、樹脂含有粒子の凝集が不充分となること、および樹脂含有粒
子が凝集し過ぎることを防止することができる。これによって粒子凝集体の凝集度合を好
適にすることができ、好ましい大きさの粒子凝集体を得ることができる。
【０１８５】
　また上記範囲の濃度である２価以上の金属塩の溶液は、０．０５ｍＬ／分以上０．２０
ｍＬ／分以下の滴下速度で、樹脂含有粒子のスラリーに滴下されることが好ましい。また
滴下速度は、０．０８ｍＬ／分以上０．１５ｍＬ／分以下であることがさらに好ましい。
滴下速度が０．０５ｍＬ／分未満であると、好適な量の２価以上の金属塩を添加するため
の処理時間が延び、生産性が低下する。また滴下速度が０．２０ｍＬ／分を超えると、２
価以上の金属塩とアニオン性極性基とが急速に反応するので、樹脂含有粒子が急速に凝集



(30) JP 4393540 B2 2010.1.6

10

20

30

40

50

し、粒子凝集体ごとの凝集度合にばらつきが生じる。
【０１８６】
　金属塩添加段階におけるスラリーの温度は、１０℃以上５０℃以下であることが好まし
い。スラリーの温度が高いとき、たとえば５０℃を超えるときに２価以上の金属塩を添加
すると、２価以上の金属塩とアニオン性極性基とが結合する反応が急激に進行し、２価以
上の金属塩とアニオン性極性基とが結合する反応の進行度合がスラリー中においてばらつ
くおそれがある。またスラリーの温度が１０℃未満であると、スラリーの流動性が悪くな
り、均一に金属塩を混合することができなくなるおそれがある。したがって金属塩添加段
階におけるスラリーの温度を１０℃以上５０℃以下の温度とし、２価以上の金属塩とアニ
オン性極性基との反応の進行度合をスラリー中において均一にすることが好ましい。また
２価以上の金属塩の添加は無撹拌下に行ってもよいけれども、撹拌下に行うのが好ましい
。
【０１８７】
　前述のように、凝集分散剤を用いると、凝集分散剤のみによって分散能と凝集能とを発
揮することができるので、凝集剤と分散剤とが個別に用いられる必要がなくなるけれども
、凝集分散剤に加えて２価以上の金属塩をスラリーに添加することによって、樹脂含有粒
子の凝集体の大きさおよび形状を制御することができる。また２価以上の金属塩の添加量
などを調整することによって、樹脂含有粒子を短時間で凝集させることができ、生産性が
向上する。
【０１８８】
　金属塩添加段階において樹脂含有粒子を含むスラリーに２価以上の金属塩が添加される
と、スラリーを加熱し、樹脂含有粒子をさらに凝集させる加熱凝集段階に進む。
【０１８９】
　加熱凝集段階では、２価以上の金属塩が添加された樹脂含有粒子を含むスラリーを加熱
する。この加熱によって、樹脂含有粒子の凝集度合をさらに高める。また加熱によって樹
脂含有粒子を軟化させて樹脂含有粒子同士を融着させる。
【０１９０】
　タンク３５には、２価以上の金属塩が添加されたスラリーが収容されている。タンク３
５に収容されるスラリーは、送りポンプ３６によって送出され、加圧ユニット３７および
加熱ユニット３８によって加熱加圧される。このときの加熱温度は特に制限されないけれ
ども、凝集開始温度以上の温度であって、好ましくは結着樹脂のガラス転移温度付近の温
度である。本実施の形態では、加圧ユニット３７および加熱ユニット３８によって、樹脂
含有粒子の凝集体のスラリーを加熱加圧する。本実施の形態では、樹脂含有粒子の凝集体
のスラリーを４０ＭＰａに加圧し、かつ７０℃に加熱する。
【０１９１】
　加圧ユニット３７および加熱ユニット３８によって加熱加圧されたスラリーは、耐圧性
容器３９に送給される。耐圧性容器３９内において、スラリーは結着樹脂のガラス転移温
度付近の温度に保持される。この保持時間（以下「加熱時間」という場合がある）は、特
に制限されないけれども、好ましくは５分以上である。加熱時間が５分未満であると、樹
脂含有粒子が軟化せず、樹脂含有粒子同士の付着力を増大させることができないおそれが
ある。また加熱温度および加熱時間を適宜調整することによって、得られるトナー粒子の
粒子径を調整できる。また加熱時間は３０分以下であることが好ましい。加熱時間が３０
分を超えると、樹脂含有粒子の粉砕および融着が繰返され、この回数が多くなることによ
って、溶融混練工程にて結着樹脂中に分散させた着色剤および離型剤が、結着樹脂から放
出されるおそれがあり、着色剤および離型剤の結着樹脂中での分散性を低下させるおそれ
がある。
【０１９２】
　耐圧性容器３９内において結着樹脂のガラス転移温度付近の温度に保持されるスラリー
は、撹拌手段によって撹拌されることが好ましい。本実施の形態では、スラリーは、撹拌
手段によって２０００ｒｐｍ（毎分２０００回転）で撹拌される。加熱されたスラリーを
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撹拌下で保持することによって、樹脂含有粒子の凝集体の大きさおよび形状を略均一にす
ることができる。また樹脂含有粒子の凝集体同士が不必要に融着し、樹脂含有粒子の凝集
体が粗大化することを防止できる。
【０１９３】
　スラリーが加圧ユニット３７および加熱ユニット３８によって加熱加圧されるとき、ス
ラリー中の凝集分散剤に含まれるポリマーは、前述の図１（ｃ）に示すような状態となる
。すなわち金属イオンと結合している極性基および水分子とも金属イオンとも結合してい
ない極性基は、ポリマーの水溶性を低下させ、樹脂含有粒子を凝集させる。また一部のア
ニオン性極性基は、水分子との水素結合が切れることなく分散能を保持している。これに
よって、樹脂含有粒子を適度な凝集度合で凝集させることができ、粒子凝集体の粗大化が
防止される。これによって粒子凝集体の大きさおよび形状を好適にすることができる。
【０１９４】
　さらにスラリーがたとえば結着樹脂のガラス転移温度付近の温度に保持されることによ
ってスラリーに含まれる樹脂含有粒子を融着させ、凝集した樹脂含有粒子同士の付着力を
高めることができる。また粒子凝集体を加熱することによって、粒子凝集体、すなわちト
ナーの形状を略球形状とすることができるので、粒子凝集体がトナーとして用いられる場
合の帯電安定性が一層向上する。
【０１９５】
　その後、凝集・加熱ユニット３３の耐圧ノズル４４からスラリーを噴出することによっ
て、凝集分散剤および２価の金属塩の添加によって凝集され、樹脂含有粒子同士が凝集し
過ぎて粗大化したスラリー中の粒子凝集体を粉砕する。次いで、第１および第２の減圧モ
ジュール４５ａ，４５ｂを通して多段減圧を行う。本実施の形態では、耐圧ノズル４４の
手前で１６０ＭＰａに加圧されたスラリーは、ノズル通過後に約３０ＭＰａにまで減圧さ
れ、第１の減圧モジュール４５ａによってさらに減圧され、たとえば１０ＭＰａにまで減
圧され、また第２の減圧モジュール４５ｂによってさらに減圧され、たとえば３ＭＰａに
まで減圧される。第１および第２の減圧モジュール４５ａ，４５ｂによって減圧されたス
ラリーは、凝集・加熱ユニット３３の冷却モジュール４６によって冷却され、常温（２５
℃）程度の温度まで冷却される。凝集・加熱ユニット３の冷却モジュール４６によって冷
却されたスラリーは、第３の減圧モジュール４５ｃによって大気圧（１．０１３×１０５

Ｐａ）程度にまで減圧される。
【０１９６】
　このような金属塩添加段階と加熱凝集段階とを含む凝集工程とによって、粒子凝集体で
あるトナー粒子が形成される。凝集工程のうち加熱凝集段階は、必要に応じて複数回が実
施されてもよい。加熱凝集段階は、スラリー中の樹脂含有粒子の凝集体の体積平均粒子径
が４μｍ以上８μｍ以下となるまで実施するのが好ましい。凝集工程が行われ、樹脂含有
粒子の凝集体が好ましい大きさ、たとえば樹脂含有粒子の凝集体の体積平均粒子径が４μ
ｍ以上８μｍ以下となると、洗浄工程に移る。
【０１９７】
　（Ｅ）洗浄工程
　洗浄工程では、凝集工程の後得られる粒子凝集体を含むスラリーから粒子凝集体を単離
し、純水で洗浄する。その後粒子凝集体を乾燥させてトナーを得る。スラリーから粒子凝
集体を単離する方法としては、濾過、遠心分離などの一般的な分離手段が挙げられる。洗
浄に用いる純水は、導電率が２０μＳ／ｃｍ以下であることが好ましい。このような純水
は、たとえば、活性炭法、イオン交換法、蒸留法、逆浸透法などの公知の方法によって得
ることができる。また純水の水温は１０～８０℃程度が好ましい。洗浄は、たとえば、洗
液（洗浄後の水）の導電率が５０μＳ／ｃｍ以下になるまで行えばよい。洗浄終了後、粒
子凝集体を洗液から単離し、乾燥させることによってトナーを得る。
【０１９８】
　凝集工程後、洗浄工程前の段階では、ポリマーは前述のように図１（ｂ）に示すような
状態であり、水分子と水素結合するアニオン性極性基が存在していることによってポリマ
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ーが水溶性となっているので、粒子凝集体を水性媒体から単離させるときに、凝集分散剤
に含まれるポリマーを水洗浄によって粒子凝集体から容易に除去することができる。また
２価以上の金属塩も、ポリマーが有するアニオン性極性基と金属イオンとが結合している
ので、ポリマーとともに水洗浄によって粒子凝集体から除去される。
【０１９９】
　したがって本発明において凝集分散剤を用いると、スラリーのｐＨを変化させるなどの
作業を行うことなく容易に水性媒体から粒子凝集体を単離させることができるので、スラ
リーのｐＨを変化させて洗浄する場合に生じる問題、たとえば、トナーとして用いられる
粒子凝集体中の結着樹脂が架橋して透明度が低下する問題、結着樹脂が加水分解するなど
によって結着樹脂の性質が悪化するという問題などの種々の問題が発生することを防止で
きる。
【０２００】
　以上のような粒子凝集体の製造方法は、上記の構成に限定されることなく、種々の変更
が可能である。たとえば、分散工程および凝集工程の加熱凝集段階を、バッチ式の乳化機
、分散機などの一般的な混合装置を用いて行ってもよい。混合装置には、加熱手段、トナ
ー原料混合液に剪断力を付与できる撹拌手段および／または回転手段、保温手段を有する
混合槽などが備えられている。混合装置の具体例としては、たとえば、ウルトラタラック
ス（商品名、ＩＫＡジャパン株式会社製）、ポリトロンホモジナイザー（商品名、キネマ
ティカ社製）、ＴＫオートホモミクサー（商品名、特殊機化工業株式会社製）などのバッ
チ式乳化機、エバラマイルダー（商品名、株式会社荏原製作所製）、ＴＫパイプラインホ
モミクサー（商品名、特殊機化工業株式会社製）、ＴＫホモミックラインフロー（商品名
、特殊機化工業株式会社製）、フィルミックス（商品名、特殊機化工業株式会社製）、コ
ロイドミル（商品名、神鋼パンテック株式会社製）、スラッシャー（商品名、三井三池化
工機株式会社製）、トリゴナル湿式微粉砕機（商品名、三井三池化工機株式会社製）、キ
ャビトロン（商品名、株式会社ユーロテック製）、ファインフローミル（商品名：太平洋
機工株式会社製）などの連続式乳化機、クレアミックス（商品名、エム・テクニック株式
会社製）、フィルミックス（商品名、特殊機化工業株式会社製）が挙げられる。
【０２０１】
　本実施の形態の粒子凝集体の製造方法では、アニオン性極性基を主鎖に結合するポリマ
ーを含む凝集分散剤によって分散させ、不定形樹脂粒子の大きさを体積平均粒子径０．４
μｍ以上２．０μｍ以下とする。次いでこのような大きさの不定形樹脂粒子、すなわち樹
脂含有粒子を、２価以上の金属塩をたとえば常温のスラリーに添加することによって、凝
集させる。さらに２価以上の金属塩が添加されたスラリーを加熱することによって、樹脂
含有粒子の凝集をさらに進行させるとともに、加熱によって樹脂含有粒子中の結着樹脂な
どの成分を軟化させて粒子凝集体に含まれる樹脂含有粒子同士の付着力を向上させる。そ
の後粒子凝集体をスラリーから単離させ、乾燥させてトナーを得る。
【０２０２】
　本実施の形態では、凝集分散剤の加熱だけでなく、２価以上の金属塩を添加することに
よって、凝集速度を高めるとともに、凝集度合を制御している。凝集度合の制御は、前述
のように、たとえば金属塩溶液の濃度、滴下速度、滴下量などを調整することによって行
われる。また本実施の形態では、２価以上の金属塩の添加だけでなく、凝集分散剤の加熱
によっても樹脂含有粒子を凝集させている。これによって、２価以上の金属塩の使用量を
低減できるとともに、水による洗浄を可能とし、トナーとして用いられる粒子凝集体から
不純物を除去し、粒子凝集体の性質が変化することを防止することができる。
【０２０３】
　以上のような本発明の樹脂含有粒子の凝集体の製造方法によって、本発明のトナーが製
造される。本発明の樹脂含有粒子の凝集体の製造方法では、樹脂含有粒子を、凝集分散剤
と２価以上の金属塩とを用いて凝集させて、樹脂含有粒子の凝集体を製造する。本発明に
おいて凝集分散剤は、樹脂含有粒子を含む水性媒体の温度を変化させることによって、分
散能および凝集能を調整することができるので、水性媒体の温度を凝集分散剤の凝集開始
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温度よりも低くすることによって、分散能が調整できない分散剤を用いて樹脂含有粒子を
分散させる場合に比べて、水性媒体中における樹脂含有粒子の固形分濃度を高くすること
ができる。これによって、樹脂含有粒子を凝集させるときに、樹脂含有粒子同士間の距離
が短くなり、凝集しやすくなるので、水性媒体に添加する２価以上の金属塩の量を減らす
ことができる。したがって、樹脂含有粒子の凝集体であるトナーの内部に含まれる２価以
上の金属塩の量を少なくすることができるので、金属塩によるトナーの帯電性への悪影響
を抑え、帯電性に優れるトナーを実現することができる。また環境安定性にも優れるトナ
ーを実現することができる。また前述のように水性媒体中における樹脂含有粒子の固形分
濃度を高くできることは、製造コスト面からみても好ましく、使用する水性媒体の量およ
びトナーの製造に要する時間の観点からも有利である。つまり、前述のように樹脂含有粒
子の固形分濃度を高くしてトナーを製造することができることによって、製造に使用する
水性媒体の量を少なくし、また同量のトナーを製造するのに要する時間を短縮することが
できるので、前述のような優れたトナーを安価に提供することができる。
【０２０４】
　また、以上のような粒子凝集体の製造方法によってトナーを製造すると、樹脂含有粒子
の凝集体であり、着色剤粒子および離型剤粒子が結着樹脂中に好適な分散径で分散するト
ナーが得られる。具体的には、トナーである凝集体を形成する樹脂含有粒子は、着色剤粒
子および離型剤粒子が結着樹脂中に分散してなり、かつ体積平均粒子径が０．４μｍ以上
２．０μｍ以下である。またこのような凝集体によって形成されるトナーにおいて、分散
径が０．０１μｍ以上０．５μｍ以下の着色剤粒子は、トナーに含まれる全着色剤粒子の
７０個数％以上である。また分散径が０．１μｍ以上１．０μｍ以下である離型剤粒子は
、トナーに含まれる全離型剤粒子の５０個数％以上である。
【０２０５】
　このようなトナーは、着色剤粒子および離型剤粒子が結着樹脂中に分散してなるので、
結着樹脂粒子、着色剤粒子および離型剤粒子が凝集してなる粒子凝集体に比べて、着色剤
粒子および離型剤粒子が、凝集体表面において露出する量を少なくすることができる。こ
れによって、トナーが画像形成装置の内部で熱凝集することによって発生するブロッキン
グを防止することができ、トナーの保存安定性を向上することができる。またトナーの帯
電安定性を向上することができる。
【０２０６】
　また樹脂含有粒子の体積平均粒子径が０．４μｍ以上２．０μｍ以下であるので、たと
えばスラリー中の樹脂含有粒子の凝集体の体積平均粒子径を４μｍ以上８μｍ以下とする
ことが容易である。これによってトナーの体積平均粒子径が４～８μｍ程度となる。つま
り、樹脂含有粒子の体積平均粒子径が０．４μｍ以上２．０μｍ以下であることによって
、樹脂含有粒子の凝集体であるトナーの大きさを、たとえば体積平均粒子径が４～８μｍ
程度と小径化することができる。
【０２０７】
　トナーの体積平均粒子径が４μｍ以上８μｍ以下であると、高精細な画像を長期にわた
って安定して形成することができる。トナーの体積平均粒子径４μｍ未満であると、高帯
電化および低流動化が起こるおそれがある。この高帯電化および低流動化が発生すると、
感光体にトナーを安定して供給することができなくなり、地肌かぶりおよび画像濃度の低
下などが発生するおそれがある。トナーの体積平均粒子径が８μｍを超えると、高精細な
画像を得ることができないおそれがある。またトナーの粒子径が大きくなることによって
比表面積が減少し、トナーの帯電量が小さくなる。トナーの帯電量が小さくなると、トナ
ーが感光体に安定して供給されず、トナー飛散による機内汚染が発生するおそれがある。
【０２０８】
　また本発明のトナーにおいて、０．０１μｍ以上０．５μｍ以下という好適な分散径で
結着樹脂中に分散される着色剤粒子が、トナーに含まれる全着色剤粒子の７０個数％以上
であるので、トナー粒子の帯電のし易さが均一になり、帯電安定性に優れる。これによっ
て、トナー像の感光体から記録媒体への転写効率、感光体から中間媒体への転写効率、中
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間媒体から記録媒体への転写効率などが向上し、トナー消費量の低減化を達成できる。ま
たトナーの帯電不良に伴う画像かぶりなどの画像欠陥の発生が防止される。さらにトナー
粒子における着色剤粒子の含有量のばらつきを低減することができ、色再現性が向上する
。
【０２０９】
　また本発明のトナーにおいて、０．１μｍ以上１．０μｍ以下という好適な分散径で結
着樹脂中に分散される離型剤粒子が、トナーに含まれる全離型剤粒子の５０個数％以上で
あるので、感光体へのフィルミング、高温域でのオフセット現象などが発生することを確
実に防止できる。また０．１μｍ以上１．０μｍ以下という好適な分散径で離型剤粒子が
均一に結着樹脂中に分散すると、離型剤粒子のトナーからの脱離が非常に起こり難くなり
、保存安定性を向上することができる。
【０２１０】
　また本発明のトナーは、樹脂含有粒子の凝集体が、加熱されてなるので、樹脂含有粒子
同士の付着力を高められている。したがって、画像形成装置の内部で凝集していた樹脂含
有粒子が解離することによるトナーの微粉の発生が防止される。また樹脂含有粒子の凝集
体が加熱されて得られるので、トナーの形状を略球形状とすることができ、トナーの帯電
安定性が向上する。
【０２１１】
　本発明のトナーは、外添剤を添加して表面改質を施してもよい。外添剤としては公知の
ものを使用できる。外添剤としては、たとえば、シリカ、酸化チタン、シリコーン樹脂、
シランカップリング剤などによって表面処理したシリカ、酸化チタンなどが挙げられる。
さらに外添剤の使用量は好ましくはトナー１００重量部に対して１～１０重量部である。
【０２１２】
　本発明のトナーは、一成分系現像剤としても二成分系現像剤としても使用することがで
きる。本発明のトナーは、帯電性および環境安定性に優れるので、本発明のトナーを含む
本発明の現像剤、すなわち本発明のトナーを含む一成分系現像剤および二成分系現像剤は
、特性の安定性が高く、高画質の画像を安定して形成することができる。また本発明のト
ナーは、透明性に優れるので、本発明のトナーとしてカラートナーを含む本発明の現像剤
は、色再現性に優れる。また本発明のトナーは、離型性に優れるので、本発明のトナーを
含む本発明の現像剤は、高温域でのオフセット現象などを防止することができ、高画質の
画像を安定して形成することができる。このような本発明の現像剤を用いることによって
、高精細で高解像度の高画質画像を形成することができる。
【０２１３】
　本発明のトナーは、像担持体に潜像として形成される静電荷像を現像する静電荷像現像
用トナー、より詳細には電子写真法による画像形成において形成される静電荷像を現像す
る静電荷像現像用トナーとして好適に使用される。本発明のトナーは、静電荷像に限定さ
れず、他の潜像の現像に用いられてもよく、たとえば磁気潜像の現像に用いられてもよい
。
【０２１４】
　本発明のトナーを一成分現像剤として使用する場合、キャリアを用いず、トナーのみで
使用し、ブレードおよびファーブラシを用い、現像スリーブで摩擦帯電させてスリーブ上
にトナーを付着させることで搬送して画像形成を行う。
【０２１５】
　また本発明のトナーを二成分系現像剤として使用する場合、トナーはキャリアとともに
用いられる。キャリアとしては、公知のものを使用でき、たとえば、鉄、銅、亜鉛、ニッ
ケル、コバルト、マンガンおよびクロムなどからなる単独または複合フェライト、および
前述の単独または複合フェライトから成るキャリアコア粒子を被覆物質で表面被覆した樹
脂被覆キャリア、および樹脂に磁性を有する粒子を分散させた樹脂分散型キャリアなどが
挙げられる。樹脂被覆キャリアにおける被覆物質としては公知のものを使用でき、たとえ
ば、ポリテトラフルオロエチレン、モノクロロトリフルオロエチレン重合体、ポリフッ化
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ビニリデン、シリコーン樹脂、ポリエステル樹脂、ジターシャーリーブチルサリチル酸の
金属化合物、スチレン系樹脂、アクリル樹脂、ポリアシド、ポリビニルラール、ニグロシ
ン、アミノアクリレート樹脂、塩基性染料、塩基性染料のレーキ物、シリカ微粉末、アル
ミナ微粉末などが挙げられる。また樹脂分散型キャリアに用いられる樹脂としても特に制
限されないけれども、たとえば、スチレンアクリル樹脂、ポリエステル樹脂、フッ素系樹
脂、およびフェノール樹脂などが挙げられる。樹脂被覆キャリアにおける被覆物質および
樹脂分散型キャリアに用いられる樹脂はいずれも、トナー成分に応じて選択するのが好ま
しく、１種を単独で使用できまたは２種以上を併用できる。
【０２１６】
　キャリアの形状は、球形または扁平形状が好ましい。またキャリアの粒径は特に制限さ
れないけれども、高画質化を考慮すると、体積平均粒子径が、好ましくは１０μｍ以上１
００μｍ以下であり、さらに好ましくは２０μｍ以上５０μｍ以下である。さらにキャリ
アの抵抗率は、好ましくは１０８Ω・ｃｍ以上、さらに好ましくは１０１２Ω・ｃｍ以上
である。キャリアの抵抗率は、キャリアを０．５０ｃｍ２の断面積を有する容器に入れて
タッピングした後、容器内に詰められた粒子に１ｋｇ／ｃｍ２のおもりによって荷重を掛
け、おもりと容器の底面電極との間に１０００Ｖ／ｃｍの電界が生ずる電圧を印加したと
きの電流値を読取ることから得られる値である。キャリアの抵抗率が低い、具体的には１
０８Ω・ｃｍ未満であると、現像剤担持体である現像スリーブにバイアス電圧を印加した
場合にキャリアに電荷が注入され、像担持体である感光体にキャリア粒子が付着し易くな
る。またバイアス電圧のブレークダウンが起こり易くなる。
【０２１７】
　キャリアの磁化強さを表す最大磁化は、好ましくは１０ｅｍｕ／ｇ以上６０ｅｍｕ／ｇ
以下であり、さらに好ましくは１５ｅｍｕ／ｇ以上４０ｅｍｕ／ｇ以下である。キャリア
の最大磁化は、現像ローラの磁束密度にもよるけれども、現像ローラの一般的な磁束密度
の条件下においてキャリアの最大磁化が１０ｅｍｕ／ｇ未満であると、磁気的な束縛力が
働かず、キャリア飛散の原因となるおそれがある。また最大磁化が６０ｅｍｕ／ｇを超え
ると、キャリアの穂立ちが高くなり過ぎるので、非接触現像の場合には、像担持体と非接
触状態を保つことが困難になる。また接触現像の場合には、トナー像に掃き目が現れ易く
なるおそれがある。
【０２１８】
　二成分現像剤におけるトナーとキャリアとの使用割合は特に制限されず、トナーおよび
キャリアの種類に応じて適宜選択できるけれども、樹脂被覆キャリア中における樹脂の密
度が密度５～８ｇ／ｃｍ２である樹脂被覆キャリアを例にとれば、現像剤中に、トナーが
現像剤全量の２重量％以上３０重量％以下含まれることが好ましく、２重量％以上２０重
量％以下含まれることがより好ましい。
【０２１９】
　二成分現像剤において、トナーによるキャリアの被覆率は、４０％以上８０％以下であ
ることが好ましい。トナーによるキャリアの被覆率は、キャリアの全表面積、すなわちキ
ャリアの表面のうちでトナーに被覆されているトナー被覆部の表面積と、トナーに被覆さ
れていない非被覆部の表面積との合計の表面積Ｓに対する、キャリアのトナー被覆部の表
面積Ｓ１の比率Ｓ１／Ｓを百分率で表したものである。
【０２２０】
　トナーによるキャリアの被覆率は、以下の方法によって、間接的に測定される。現像槽
内からキャリアをサンプリングし、走査型電子顕微鏡（Scanning Electron Microscope;
略称ＳＥＭ，商品名：Ｓ－５５００、株式会社日立製作所製）によって任意の複数個のキ
ャリア粒子について表面のＳＥＭ写真を撮影する。そして得られたＳＥＭ写真画像を、ト
ナー被覆部が黒、トナー非被覆部が白となるように２値化処理し、キャリアの全表面積Ｓ
に相当するキャリアの全画素数（黒の画素数と白の画素数との合計）と、トナー被覆部の
表面積Ｓ１に相当するトナー被覆部の画素数（黒の画素数）とをカウントし、キャリアの
全画素数Ｓに対するトナー被覆部の画素数Ｓ１の比率Ｓ１／Ｓの平均値を求め、これを百
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分率で表したものを、トナーによるキャリアの被覆率とする。上記方法では、１個のキャ
リアにおいて、その半球部分、すなわち半分の表面積のみを測定しているが、複数のキャ
リア粒子における前記比率Ｓ１／Ｓの平均値を求めているので、キャリア粒子全体の表面
積を測定して算出した結果と同等の結果が得られる。
【０２２１】
　図８は本発明の実施の一形態である現像装置１１４を備える画像形成装置１０１の構成
を示す透視側面図であり、図９は本発明の実施の一形態である現像装置１１４の構成を示
す断面図である。本実施形態の画像形成装置１０１は、電子写真方式の画像形成装置であ
る。画像形成装置１０１は、複写機能、プリンタ機能およびファクシミリ機能を併せ持つ
複合機であり、伝達される画像情報に応じて、記録媒体上にカラーまたはモノクロの画像
を形成する。すなわち、画像形成装置１０１においては、コピアモード（複写モード）、
プリンタモードおよびＦＡＸモードという３種の印刷モードを有しており、図示しない操
作部からの操作入力、パーソナルコンピュータ、携帯端末装置、情報記録記憶媒体、メモ
リ装置を用いた外部機器からの印刷ジョブの受信などに応じて、図示しない制御部により
、印刷モードが選択される。画像形成装置１０１は、トナー像形成手段１０２と、転写手
段１０３と、定着手段１０４と、記録媒体供給手段１０５と、排出手段１０６とを含む。
【０２２２】
　本実施形態の画像形成装置１０１は、互いに異なる色の複数のトナー像が重ね合わされ
た多色画像を形成可能に構成される。より詳細には、本実施形態の画像形成装置１０１は
、多色画像として、ブラック（ｂ）、シアン（ｃ）、マゼンタ（ｍ）およびイエロー（ｙ
）の４色から選ばれる２色以上のトナー像が重ね合わされた多色画像を形成可能に形成さ
れる。トナー像形成手段１０２を構成する各部材および転写手段１０３に含まれる一部の
部材は、カラー画像情報に含まれるブラック（ｂ）、シアン（ｃ）、マゼンタ（ｍ）およ
びイエロー（ｙ）の各色の画像情報に対応するために、それぞれ４つずつ設けられる。こ
こでは、各色に応じて４つずつ設けられる各部材は、各色を表すアルファベットを参照符
号の末尾に付して区別し、総称する場合は参照符号のみで表す。
【０２２３】
　トナー像形成手段１０２は、像担持体であるドラム状の感光体（以下「感光体ドラム」
という）１１１と、帯電手段１１２と、露光ユニット１１３と、現像手段である現像装置
１１４と、クリーニングユニット１１５とを含む。帯電手段１１２および露光ユニット１
１３は、潜像形成手段として機能する。帯電手段１１２、現像装置１１４およびクリーニ
ングユニット１１５は、感光体ドラム１１１まわりに、この順序で配置される。帯電手段
１１２は、現像装置１１４およびクリーニングユニット１１５よりも鉛直方向下方に配置
される。
【０２２４】
　感光体ドラム１１１は、図示しない駆動手段により、軸線回りに回転駆動可能に支持さ
れ、図示しないが、導電性基体と、導電性基体の表面に形成される感光層とを含む。導電
性基体は種々の形状を採ることができ、たとえば、円筒状、円柱状、薄膜シート状などが
挙げられる。これらの中でも円筒状が好ましい。導電性基体は導電性材料によって形成さ
れる。導電性材料としては、この分野で常用されるものを使用でき、たとえば、アルミニ
ウム、銅、真鍮、亜鉛、ニッケル、ステンレス鋼、クロム、モリブデン、バナジウム、イ
ンジウム、チタン、金、白金などの金属、これらの２種以上の合金、合成樹脂フィルム、
金属フィルム、紙などのフィルム状基体にアルミニウム、アルミニウム合金、酸化錫、金
、酸化インジウムなどの１種または２種以上からなる導電性層を形成してなる導電性フィ
ルム、導電性粒子および／または導電性ポリマーを含有する樹脂組成物などが挙げられる
。なお、導電性フィルムに用いられるフィルム状基体としては、合成樹脂フィルムが好ま
しく、ポリエステルフィルムが特に好ましい。また、導電性フィルムにおける導電性層の
形成方法としては、蒸着、塗布などが好ましい。
【０２２５】
　感光層は、たとえば、電荷発生物質を含む電荷発生層と、電荷輸送物質を含む電荷輸送



(37) JP 4393540 B2 2010.1.6

10

20

30

40

50

層とを積層することにより形成される。その際、導電性基体と電荷発生層または電荷輸送
層との間には、下引き層を設けるのが好ましい。下引き層を設けることによって、導電性
基体の表面に存在する傷および凹凸を被覆して、感光層表面を平滑化する、繰り返し使用
時における感光層の帯電性の劣化を防止する、低温および／または低湿環境下における感
光層の帯電特性を向上させるといった利点が得られる。また最上層に感光体表面保護層を
設けた耐久性の大きい三層構造の積層感光体であってもよい。本実施形態において電荷発
生層および電荷輸送層は、この順に導電性基体に積層される。
【０２２６】
　電荷発生層は、光照射により電荷を発生する電荷発生物質を主成分とし、必要に応じて
公知の結着樹脂、可塑剤、増感剤などを含有する。電荷発生物質としては、この分野で常
用されるものを使用でき、たとえば、ペリレンイミド、ペリレン酸無水物などのペリレン
系顔料、キナクリドン、アントラキノンなどの多環キノン系顔料、金属および無金属フタ
ロシアニン、ハロゲン化無金属フタロシアニンなどのフタロシアニン系顔料、スクエアリ
ウム色素、アズレニウム色素、チアピリリウム色素、カルバゾール骨格、スチリルスチル
ベン骨格、トリフェニルアミン骨格、ジベンゾチオフェン骨格、オキサジアゾール骨格、
フルオレノン骨格、ビススチルベン骨格、ジスチリルオキサジアゾール骨格またはジスチ
リルカルバゾール骨格を有するアゾ顔料などが挙げられる。これらの中でも、無金属フタ
ロシアニン顔料、オキソチタニルフタロシアニン顔料、フローレン環および／またはフル
オレノン環を含有するビスアゾ顔料、芳香族アミンからなるビスアゾ顔料、トリスアゾ顔
料などは高い電荷発生能を有し、高感度の感光層を得るのに適する。電荷発生物質は１種
を単独で使用できまたは２種以上を併用できる。電荷発生物質の含有量は特に制限はない
けれども、電荷発生層中の結着樹脂１００重量部に対して好ましくは５～５００重量部、
さらに好ましくは１０～２００重量部である。電荷発生層用の結着樹脂としてもこの分野
で常用されるものを使用でき、たとえば、メラミン樹脂、エポキシ樹脂、シリコーン樹脂
、ポリウレタン、アクリル樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合樹脂、ポリカーボネート
、フェノキシ樹脂、ポリビニルブチラール、ポリアリレート、ポリアミド、ポリエステル
などが挙げられる。結着樹脂は１種を単独で使用できまたは必要に応じて２種以上を併用
できる。
【０２２７】
　電荷発生層は、電荷発生物質および結着樹脂ならびに必要に応じて可塑剤、増感剤など
のそれぞれ適量を、これらの成分を溶解または分散し得る適切な有機溶媒に溶解または分
散して電荷発生層塗液を調製し、この電荷発生層塗液を導電性基体表面に塗布し、乾燥す
ることにより形成できる。このようにして得られる電荷発生層の膜厚は特に制限されない
が、好ましくは０．０５～５μｍ、さらに好ましくは０．１～２．５μｍである。
【０２２８】
　電荷発生層の上に積層される電荷輸送層は、電荷発生物質から発生する電荷を受け入れ
て輸送する能力を有する電荷輸送物質および電荷輸送層用の結着樹脂を必須成分とし、必
要に応じて公知の酸化防止剤、可塑剤、増感剤、潤滑剤などを含有する。電荷輸送物質と
してはこの分野で常用されるものを使用でき、たとえば、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール
およびその誘導体、ポリ－γ－カルバゾリルエチルグルタメートおよびその誘導体、ピレ
ン－ホルムアルデヒ縮合物およびその誘導体、ポリビニルピレン、ポリビニルフェナント
レン、オキサゾール誘導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、９－（ｐ－
ジエチルアミノスチリル）アントラセン、１，１－ビス（４－ジベンジルアミノフェニル
）プロパン、スチリルアントラセン、スチリルピラゾリン、ピラゾリン誘導体、フェニル
ヒドラゾン類、ヒドラゾン誘導体、トリフェニルアミン系化合物、テトラフェニルジアミ
ン系化合物、トリフェニルメタン系化合物、スチルベン系化合物、３－メチル－２－ベン
ゾチアゾリン環を有するアジン化合物などの電子供与性物質、フルオレノン誘導体、ジベ
ンゾチオフェン誘導体、インデノチオフェン誘導体、フェナンスレンキノン誘導体、イン
デノピリジン誘導体、チオキサントン誘導体、ベンゾ［ｃ］シンノリン誘導体、フェナジ
ンオキサイド誘導体、テトラシアノエチレン、テトラシアノキノジメタン、プロマニル、
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クロラニル、ベンゾキノンなどの電子受容性物質などが挙げられる。電荷輸送物質は１種
を単独で使用できまたは２種以上を併用できる。電荷輸送物質の含有量は特に制限されな
いけれども、好ましくは電荷輸送物質中の結着樹脂１００重量部に対して１０～３００重
量部、さらに好ましくは３０～１５０重量部である。電荷輸送層用の結着樹脂としては、
この分野で常用されかつ電荷輸送物質を均一に分散できるものを使用でき、たとえば、ポ
リカーボネート、ポリアリレート、ポリビニルブチラール、ポリアミド、ポリエステル、
ポリケトン、エポキシ樹脂、ポリウレタン、ポリビニルケトン、ポリスチレン、ポリアク
リルアミド、フェノール樹脂、フェノキシ樹脂、ポリスルホン樹脂、これらの共重合樹脂
などが挙げられる。これらの中でも、成膜性、得られる電荷輸送層の耐摩耗性、電気特性
などを考慮すると、ビスフェノールＺをモノマー成分として含有するポリカーボネート（
以後「ビスフェノールＺ型ポリカーボネート」と称す）、ビスフェノールＺ型ポリカーボ
ネートと他のポリカーボネートとの混合物などが好ましい。結着樹脂は１種を単独で使用
できまたは２種以上を併用できる。
【０２２９】
　電荷輸送層には、電荷輸送物質および電荷輸送層用の結着樹脂と共に、酸化防止剤が含
まれるのが好ましい。酸化防止剤としてもこの分野で常用されるものを使用でき、たとえ
ば、ビタミンＥ、ハイドロキノン、ヒンダードアミン、ヒンダードフェノール、パラフェ
ニレンジアミン、アリールアルカンおよびそれらの誘導体、有機硫黄化合物、有機燐化合
物などが挙げられる。酸化防止剤は１種を単独で使用できまたは２種以上を併用できる。
酸化防止剤の含有量は特に制限されないけれども、電荷輸送層を構成する成分の合計量の
０．０１～１０重量％、好ましくは０．０５～５重量％である。電荷輸送層は、電荷輸送
物質および結着樹脂ならびに必要に応じて酸化防止剤、可塑剤、増感剤などのそれぞれ適
量を、これらの成分を溶解または分散し得る適切な有機溶媒に溶解または分散して電荷輸
送層用塗液を調製し、この電荷輸送層用塗液を電荷発生層表面に塗布し、乾燥することに
より形成できる。このようにして得られる電荷発生層の膜厚は特に制限されないが、好ま
しくは１０～５０μｍ、さらに好ましくは１５～４０μｍである。なお、１つの層に、電
荷発生物質と電荷輸送物質とが存在する感光層を形成することもできる。その場合、電荷
発生物質および電荷輸送物質の種類、含有量、結着樹脂の種類、その他の添加剤などは、
電荷発生層および電荷輸送層を別々に形成する場合と同様でよい。
【０２３０】
　本実施の形態では、前述のような、電荷発生物質および電荷輸送物質を用いる有機感光
層を形成してなる感光体ドラムを用いるけれども、それに代えて、シリコンなどを用いる
無機感光層を形成してなる感光体ドラムを使用できる。また本実施形態において電荷発生
層および電荷輸送層は、この順に導電性基体に積層されるが、電荷輸送層および電荷発生
層の順に導電性基体に積層されてもよい。
【０２３１】
　帯電手段１１２は、感光体ドラム１１１を臨み、感光体ドラム１１１の長手方向に沿っ
て感光体ドラム１１１表面から間隙を有して離隔するように配置され、感光体ドラム１１
１表面を所定の極性および電位に帯電させる。帯電手段１１２には、帯電ブラシ型帯電器
、チャージャー型帯電器、鋸歯型帯電器、イオン発生装置などを使用できる。本実施の形
態では、帯電手段１１２は感光体ドラム１１１表面から離隔するように設けられるけれど
も、それに限定されない。たとえば、帯電手段１１２として帯電ローラを用い、帯電ロー
ラと感光体ドラムとが圧接するように帯電ローラを配置してもよく、帯電ブラシ、磁気ブ
ラシなどの接触帯電方式の帯電器を用いてもよい。
【０２３２】
　露光ユニット１１３は、露光ユニット１１３から出射される各色情報の光が、帯電手段
１１２と現像装置１１４との間を通過して感光体ドラム１１１の表面に照射されるように
配置される。露光ユニット１１３は、画像情報を該ユニット内でブラック（ｂ）、シアン
（ｃ）、マゼンタ（ｍ）、イエロー（ｙ）の各色情報の光に分岐し、帯電手段１１２によ
って一様な電位に帯電された感光体ドラム１１１表面を各色情報の光で露光し、その表面
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に静電潜像を形成する。露光ユニット１１３には、たとえば、レーザ照射部および複数の
反射ミラーを備えるレーザスキャニングユニットを使用できる。他にもＬＥＤアレイ、液
晶シャッタと光源とを適宜組み合わせたユニットを用いてもよい。
【０２３３】
　現像装置１１４は、図９に示すように、現像剤規制ブレード１１９と現像槽１２０とト
ナーホッパ１２１と現像ローラ１２２と供給ローラ１２３と撹拌ローラ１２４とを含む。
現像槽１２０は、容器状部材であり、感光体ドラム１１１表面を臨むように配置される。
現像槽１２０は、その内部空間に、本発明の現像剤を収容し、かつ現像ローラ１２２、供
給ローラ１２３および撹拌ローラ１２４を収容して回転自在に支持する。現像槽１２０の
感光体ドラム１１１を臨む側面には開口部が形成され、この開口部を介して感光体ドラム
１１１に対向する位置に現像ローラ１２２が回転駆動可能に設けられる。
【０２３４】
　現像ローラ１２２は、現像剤を担持して搬送する現像剤搬送担持体である。現像ローラ
１２２は、いわゆるマグネットローラであり、固定磁石体を内包する。この固定磁石体の
磁力によって現像剤中のキャリアが現像ローラ１２２に磁気的に吸着され、これによって
現像剤が現像ローラ１２２に担持される。現像ローラ１２２は、ローラ状部材であり、感
光体ドラム１１１との圧接部または最近接部において感光体ドラム１１１表面の静電潜像
にトナーを供給する。トナーの供給に際しては、現像ローラ１２２表面にトナーの帯電電
位とは逆極性の電位が現像バイアス電圧（以下単に「現像バイアス」という）として印加
される。これによって、現像ローラ１２２表面のトナーが静電潜像に円滑に供給される。
さらに、現像バイアス値を変更することによって、静電潜像に供給されるトナー量（トナ
ー付着量）を制御できる。現像ローラ１２２の表面に担持される現像剤の量は、現像剤規
制ブレード１１９によって規制される。現像装置１１４は、感光体ドラム１１１の表面に
形成された静電潜像に、現像ローラ１２２によってトナーを供給して現像し、可視像であ
るトナー像を形成する。
【０２３５】
　供給ローラ１２３は、ローラ状部材であり、現像ローラ１２２を臨んで回転駆動可能に
設けられ、現像ローラ１２２周辺にトナーを供給する。撹拌ローラ１２４は、ローラ状部
材であり、供給ローラ１２３を臨んで回転駆動可能に設けられ、トナーホッパ１２１から
現像槽１２０内に新たに供給されるトナーおよび現像槽１２０内に貯留されていたトナー
を撹拌して供給ローラ１２３周辺に送給する。供給ローラ１２３は、現像ローラ１２２に
トナーを供給する供給手段として機能し、撹拌ローラ１２４は、現像槽１２０内のトナー
を撹拌して供給手段である供給ローラ１２３に送給する撹拌送給手段である。供給手段お
よび撹拌送給手段は、本実施形態ではローラ状部材であるが、これに限定されず、たとえ
ばスクリュー状部材であってもよい。
【０２３６】
　トナーホッパ１２１は、その鉛直方向下部に形成されるトナー補給口１５１と、現像槽
１２０の鉛直方向上部に形成されるトナー受入口１５２とが連通するように設けられ、現
像槽１２０のトナー消費状況に応じてトナーを補給する。またトナーホッパ１２１を用い
ず、各色トナーカートリッジから直接トナーを補給するよう構成しても構わない。
【０２３７】
　図８に戻って、クリーニングユニット１１５は、記録媒体にトナー像を転写した後に、
感光体ドラム１１１の表面に残留するトナーを除去し、感光体ドラム１１１の表面を清浄
化する。クリーニングユニット１１５には、たとえば、クリーニングブレードなどの板状
部材が用いられる。本実施形態の画像形成装置１０１においては、感光体ドラム１１１と
して、有機感光体ドラムが用いられ、有機感光体ドラムの表面は樹脂成分を主体とするも
のであるため、帯電装置によるコロナ放電によって発生するオゾンの化学的作用によって
表面の劣化が進行しやすい。ところが、劣化した表面部分はクリーニングユニット１１５
による擦過作用を受けて摩耗し、徐々にではあるが確実に除去される。したがって、オゾ
ンなどによる表面の劣化の問題が実際上解消され、長期間にわたって、帯電動作による帯
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電電位を安定に維持することができる。本実施の形態ではクリーニングユニット１１５を
設けるけれども、それに限定されず、クリーニングユニット１１５を設けなくてもよい。
【０２３８】
　トナー像形成手段１０２によれば、帯電手段１１２によって均一な帯電状態にある感光
体ドラム１１１の表面に、露光ユニット１１３から画像情報に応じた信号光を照射して静
電潜像を形成し、これに現像装置１１４からトナーを供給してトナー像を形成し、このト
ナー像を中間転写ベルト１２５に転写した後に、感光体ドラム１１１表面に残留するトナ
ーをクリーニングユニット１１５で除去する。この一連のトナー像形成動作が繰り返し実
行される。
【０２３９】
　転写手段１０３は、感光体ドラム１１１の鉛直方向上方に配置され、中間転写体である
中間転写ベルト１２５と、駆動ローラ１２６と、従動ローラ１２７と、中間転写ローラ１
２８（ｂ、ｃ、ｍ、ｙ）と、転写ベルトクリーニングユニット１２９、転写ローラ１３０
とを含む。
【０２４０】
　中間転写ベルト１２５は、駆動ローラ１２６と従動ローラ１２７とによって張架されて
ループ状の移動経路を形成する無端ベルト状部材であり、矢符Ｂの方向に回転駆動する。
中間転写ベルト１２５が、感光体ドラム１１１に接しながら感光体ドラム１１１を通過す
る際、中間転写ベルト１２５を介して感光体ドラム１１１に対向配置される中間転写ロー
ラ１２８から、感光体ドラム１１１表面のトナーの帯電極性とは逆極性の転写バイアスが
印加され、感光体ドラム１１１の表面に形成されたトナー像が中間転写ベルト１２５上へ
転写される。多色画像の場合、各感光体ドラム１１１で形成される各色のトナー像が、中
間転写ベルト１２５上に順次重ねて転写されることによって、多色画像が形成される。
【０２４１】
　駆動ローラ１２６は、図示しない駆動手段によってその軸線回りに回転駆動可能に設け
られ、その回転駆動によって、中間転写ベルト１２５を矢符Ｂ方向へ回転駆動させる。従
動ローラ１２７は、駆動ローラ１２６の回転駆動に従動回転可能に設けられ、中間転写ベ
ルト１２５が弛まないように一定の張力を中間転写ベルト１２５に付与する。中間転写ロ
ーラ１２８は、中間転写ベルト１２５を介して感光体ドラム１１１に圧接し、かつ図示し
ない駆動手段によってその軸線回りに回転駆動可能に設けられる。中間転写ローラ１２８
は、前述のように転写バイアスを印加する図示しない電源が接続され、感光体ドラム１１
１表面のトナー像を中間転写ベルト１２５に転写する機能を有する。
【０２４２】
　転写ベルトクリーニングユニット１２９は、中間転写ベルト１２５を介して従動ローラ
１２７に対向し、中間転写ベルト１２５の外周面に接触するように設けられる。感光体ド
ラム１１１との接触によって中間転写ベルト１２５に付着するトナーは、記録媒体の裏面
を汚染する原因となるので、転写ベルトクリーニングユニット１２９が中間転写ベルト１
２５表面のトナーを除去し回収する。
【０２４３】
　転写ローラ１３０は、中間転写ベルト１２５を介して駆動ローラ１２６に圧接し、図示
しない駆動手段によって軸線回りに回転駆動可能に設けられる。転写ローラ１３０と駆動
ローラ１２６との圧接部（転写ニップ部）において、中間転写ベルト１２５に担持されて
搬送されて来るトナー像が、後述する記録媒体供給手段１０５から送給される記録媒体に
転写される。中間転写ベルト１２５に多色画像が形成される場合、形成された多色画像は
、転写ローラ１３０によって記録媒体に一括して転写される。このようにしてトナー像が
転写された記録媒体は、定着手段１０４に送給される。
【０２４４】
　転写手段１０３によれば、感光体ドラム１１１と中間転写ローラ１２８との圧接部にお
いて感光体ドラム１１１から中間転写ベルト１２５にトナー像が転写され、この転写され
たトナー像が、中間転写ベルト１２５の矢符Ｂ方向への回転駆動によって転写ニップ部に
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搬送され、そこで記録媒体に転写される。
【０２４５】
　定着手段１０４は、転写手段１０３よりも記録媒体の搬送方向下流側に設けられ、定着
ローラ１３１と加圧ローラ１３２とを含む。定着ローラ１３１は、図示しない駆動手段に
よって回転駆動可能に設けられ、記録媒体に担持される未定着トナー像を構成するトナー
を加熱して溶融させ、記録媒体に定着させる。定着ローラ１３１の内部には図示しない加
熱手段が設けられる。加熱手段は、定着ローラ１３１表面が所定の温度（加熱温度）にな
るように定着ローラ１３１を加熱する。加熱手段には、たとえば、ヒータ、ハロゲンラン
プなどを使用できる。加熱手段は、後記する定着条件制御手段によって制御される。定着
ローラ１３１表面近傍には温度検知センサが設けられ、定着ローラ１３１の表面温度を検
知する。温度検知センサによる検知結果は、後記する制御手段の記憶部に書き込まれる。
【０２４６】
　加圧ローラ１３２は、定着ローラ１３１に圧接するように設けられ、加圧ローラ１３２
の回転駆動に従動回転可能に支持される。加圧ローラ１３２は、定着ローラ１３１によっ
てトナーが溶融して記録媒体に定着する際に、トナーと記録媒体とを押圧することによっ
て、トナー像の記録媒体への定着を補助する。定着ローラ１３１と加圧ローラ１３２との
圧接部が定着ニップ部である。定着手段１０４によれば、転写手段１０３においてトナー
像が転写された記録媒体が、定着ローラ１３１と加圧ローラ１３２とによって挟持され、
定着ニップ部を通過する際に、トナー像が加熱下に記録媒体に押圧されることによって、
トナー像が記録媒体に定着され、画像が形成される。
【０２４７】
　記録媒体供給手段１０５は、自動給紙トレイ１３５と、ピックアップローラ１３６と、
搬送ローラ１３７と、レジストローラ１３８、手差給紙トレイ１３９を含む。自動給紙ト
レイ１３５は画像形成装置１０１の鉛直方向下部に設けられ、記録媒体を貯留する容器状
部材である。記録媒体には、普通紙、カラーコピー用紙、オーバーヘッドプロジェクタ用
シート、葉書などがある。ピックアップローラ１３６は、自動給紙トレイ１３５に貯留さ
れる記録媒体を１枚ずつ取り出し、用紙搬送路Ｓ１に送給する。
【０２４８】
　搬送ローラ１３７は、互いに圧接するように設けられる一対のローラ部材であり、記録
媒体をレジストローラ１３８に向けて搬送する。レジストローラ１３８は、互いに圧接す
るように設けられる一対のローラ部材であり、搬送ローラ１３７から送給される記録媒体
を、中間転写ベルト１２５に担持されるトナー像が転写ニップ部に搬送されるのに同期し
て、転写ニップ部に送給する。
【０２４９】
　手差給紙トレイ１３９は、手動動作によって記録媒体を画像形成装置１０１内に取り込
む装置であり、手差給紙トレイ１３９から取り込まれる記録媒体は、搬送ローラ１３７に
よって用紙搬送路Ｓ２内を通過し、レジストローラ１３８に送給される。記録媒体供給手
段１０５によれば、自動給紙トレイ１３５または手差給紙トレイ１３９から１枚ずつ供給
される記録媒体を、中間転写ベルト１２５に担持されるトナー像が転写ニップ部に搬送さ
れるのに同期して、転写ニップ部に送給する。
【０２５０】
　排出手段１０６は、搬送ローラ１３７と、排出ローラ１４０と、排出トレイ１４１とを
含む。搬送ローラ１３７は、用紙搬送方向において定着ニップ部よりも下流側に設けられ
、定着手段１０４によって画像が定着された記録媒体を排出ローラ１４０に向けて搬送す
る。排出ローラ１４０は、画像が定着された記録媒体を、画像形成装置１０１の鉛直方向
上面に設けられる排出トレイ１４１に排出する。排出トレイ１４１は、画像が定着された
記録媒体を貯留する。
【０２５１】
　画像形成装置１０１は、図示しない制御手段を含む。制御手段は、たとえば、画像形成
装置１０１の内部空間における上部に設けられ、記憶部と演算部と制御部とを含む。制御
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手段の記憶部には、画像形成装置１０１の上面に配置される図示しない操作パネルを介す
る各種設定値、画像形成装置１０１内部の各所に配置される図示しないセンサなどからの
検知結果、外部機器からの画像情報などが入力される。また、各種手段を実行するプログ
ラムが書き込まれる。各種手段とは、たとえば、記録媒体判定手段、付着量制御手段、定
着条件制御手段などである。
【０２５２】
　記憶部には、この分野で常用されるものを使用でき、たとえば、リードオンリーメモリ
（ＲＯＭ）、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、ハードディスクドライブ（ＨＤＤ）な
どが挙げられる。外部機器には、画像情報の形成または取得が可能であり、かつ画像形成
装置１０１に電気的に接続可能な電気・電子機器を使用でき、たとえば、コンピュータ、
デジタルカメラ、テレビ、ビデオレコーダ、ＤＶＤレコーダ、ＨＤＤＶＤ（High-
Definition Digital Versatile Disc）、ブルーレイディスクレコーダ、ファクシミリ装
置、携帯端末装置などが挙げられる。
【０２５３】
　演算部は、記憶部に書き込まれる各種データ（画像形成命令、検知結果、画像情報など
）および各種手段のプログラムを取り出し、各種判定を行う。制御部は、演算部の判定結
果に応じて該当装置に制御信号を送付し、動作制御を行う。制御部および演算部は中央処
理装置（ＣＰＵ、Central Processing Unit）を備えるマイクロコンピュータ、マイクロ
プロセッサなどによって実現される処理回路を含む。制御手段は、前述の処理回路ととも
に主電源を含み、電源は制御手段だけでなく、画像形成装置１０１内部における各装置に
も電力を供給する。
【０２５４】
　以上の本実施形態によれば、現像装置１１４は、本発明の現像剤を用いて、感光体ドラ
ム１１１に形成される静電潜像を現像して、トナー像を形成する。本発明の現像剤は、前
述のように帯電性および環境安定性に優れる本発明のトナーを含むので、特性の安定性が
高く、高画質の画像を安定して形成することができる。また本発明の現像剤は、前述のよ
うに透明性および離型性に優れる本発明のトナーを含むので、色再現性に優れ、また高温
域でのオフセット現象などを防止することができる。現像装置１１４では、このような本
発明の現像剤を用いて静電潜像を現像するので、感光体ドラム１１１に高画質のトナー像
を安定して形成することができ、また高精細で高解像度の高画質画像を形成することがで
きる現像装置１１４が実現される。
【０２５５】
　また本実施形態では、このような現像装置１１４によって現像が行なわれるので、高画
質の画像を安定して形成することができ、高精細で高解像度の高画質画像を形成すること
ができる画像形成装置１０１が実現される。
【０２５６】
　本実施形態の画像形成装置１０１は、複写機能、プリンタ機能およびファクシミリ機能
を併せ持つ複合機であるが、これに限定されず、たとえば複写機、プリンタまたはファク
シミリ装置として用いられてもよい。
【実施例】
【０２５７】
　以下に実施例を挙げ、本発明を具体的に説明する。以下において、「部」および「％」
は特に断らない限り、それぞれ「重量部」および「重量％」を意味する。
【０２５８】
　〔体積平均粒子径および変動係数〕
　トナー粒子の体積平均粒子径は、コールターマルチサイザーＩＩＩ（商品名、コールタ
ー株式会社製）を用いて測定した結果から算出した。測定粒子数は５００００カウントと
し、アパーチャ径は１００μｍとした。変動係数は、測定された粒子径から得られた体積
平均粒子径およびその標準偏差に基づいて、下記式（１）より算出した。
　　　変動係数　＝　標準偏差　／　体積平均粒子径　×１００　［％］　　　…（１）
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【０２５９】
　また樹脂含有粒子の体積平均粒子径は、レーザ回折／散乱式粒度分布測定装置ＬＡ－９
２０（商品名、株式会社堀場製作所製）を用いて上記と同様にして求めた。樹脂含有粒子
の変動係数についても、上記式（１）によって算出した。
【０２６０】
　〔結着樹脂の軟化温度〕
　結着樹脂の軟化温度は、以下のようにして測定した。流動特性評価装置（商品名：フロ
ーテスターＣＦＴ－１００Ｃ、株式会社島津製作所製）を用い、試料１ｇを、ダイ（ノズ
ル）から押出されるように荷重１０ｋｇｆ／ｃｍ２（９．８×１０５Ｐａ）を与えながら
、昇温速度毎分６℃で加熱し、ダイから試料の半分が流出したときの温度を軟化温度とし
て求めた。ダイには、口径１ｍｍ、長さ１ｍｍのものを用いた。
【０２６１】
　〔結着樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）〕
　結着樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）は以下のようにして測定した。示差走査熱量計（商
品名：ＤＳＣ２２０、セイコー電子工業株式会社製）を用い、日本工業規格（ＪＩＳ）Ｋ
７１２１－１９８７に準じ、試料１ｇを昇温速度毎分１０℃で加熱してＤＳＣ曲線を測定
した。得られたＤＳＣ曲線のガラス転移に相当する吸熱ピークの高温側のベースラインを
低温側に延長した直線と、ピークの立ち上がり部分から頂点までの曲線に対して勾配が最
大になるような点で引いた接線との交点の温度をガラス転移温度（Ｔｇ）として求めた。
【０２６２】
　〔着色剤および離型剤の分散径〕
　着色剤の分散径として、結着樹脂中で分散する着色剤粒子の最大長さを求めた。具体的
には、粒子凝集体をエポキシ樹脂に埋包して約１００μｍに切片化し透過型電子顕微鏡（
ＴＥＭ；Transmission Electoron Microscope）によって倍率１００００倍で粒子凝集体
の観察を行い、写真撮影した。この写真２０点（２０個の粒子凝集体）を画像評価するこ
とによって着色剤の分散径を測定し、個数平均分散径を算出した。離型剤の分散径は、着
色剤の分散径と同様の方法によって測定した。離型剤は、四酸化ルテニウムで染色した後
、透過型電子顕微鏡によって観察した。
【０２６３】
　［不定形樹脂粒子の作製］
　（不定形樹脂粒子ａの作製）
　ポリエステル樹脂（ガラス転移温度：５７℃）２５８０部、銅フタロシアニン（Ｃ．Ｉ
．ピグメントブルー１５：３）２４０部、ポリエチレンワックス（商品名：ＨＮＰ－１０
、日本精蝋株式会社製）１５０部、帯電制御剤（商品名：Ｎ４Ｐ－ＳＦＧ、クラリアント
ジャパン株式会社製）３０部をヘンシェルミキサにて混合し、原料混合物を得た。得られ
た原料混合物を、図３に示すオープンロール式混練機に準ずるオープンロール機（商品名
：ニーデックス、三井鉱山株式会社製）を用いて溶融混練し、溶融混練物を室温まで冷却
した後、アトマイザーで粗粉砕し、不定形樹脂粒子ａを作製した。不定形樹脂粒子ａにお
ける着色剤の分散径は３５２ｎｍであった。またオープンロール式混練機による溶融混練
条件は、次のようであった。
【０２６４】
　〈溶融混練条件〉
　加熱ロールの原料混合物供給側の温度を１５０℃に、冷却ロールの原料混合物供給側の
温度を５０℃にそれぞれ設定した。また溶融混練時における加熱ロールの混練物取出側の
温度は９０℃であり、冷却ロールの混練物取出側の温度は５０℃であった。
【０２６５】
　（不定形樹脂粒子ｂの作製）
　溶融混練条件を表１に示す条件に変更したこと以外は不定形樹脂粒子ａと同様にして、
不定形樹脂粒子ｂを作製した。不定形樹脂粒子ｂにおける着色剤の分散径は５６７ｎｍで
あった。
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【０２６６】
　（不定形樹脂粒子ｃの作製）
　溶融混練条件を表１に示す条件に変更したこと以外は不定形樹脂粒子ａと同様にして、
不定形樹脂粒子ｃを作製した。不定形樹脂粒子ｃにおける着色剤の分散径は７８４ｎｍで
あった。
【０２６７】
　（不定形樹脂粒子ｄの作製）
　溶融混練条件を表１に示す条件に変更したこと以外は不定形樹脂粒子ａと同様にして、
不定形樹脂粒子ｄを作製した。不定形樹脂粒子ｄにおける着色剤の分散径は１０２７ｎｍ
であった。
【０２６８】
　不定形樹脂粒子ａ～ｄの作製における溶融混練条件、および不定形樹脂粒子ａ～ｄの着
色剤分散径を合わせて表１に示す。
【０２６９】

【表１】

【０２７０】
　［樹脂含有粒子スラリーの作製］
　（スラリーＡの作製）
　不定形樹脂粒子ａ３００部、ポリアクリル酸（凝集分散剤、商品名：ディスロールＨ１
４－Ｎ、日本乳化剤株式会社製、以下「ポリアクリル酸（１）」という）３０部、イオン
交換水（導電率０．５μＳ／ｃｍ）２６７０部を用い、分散工程および細粒化工程を実施
した。細粒化工程には、図４に示す高圧ホモジナイザに準ずる微粒子製造装置（商品名；
ｎａｎｏ３０００、株式会社美粒製）を用いた。また細粒化工程では、スラリーを加圧ユ
ニットにて１５０ＭＰａに加圧し、加熱ユニットにて７０℃に加熱した。以上のような分
散工程および細粒化工程によって、樹脂含有粒子Ａが１０％含まれるスラリーＡを得た。
ポリアクリル酸（１）は、アニオン性極性基であるカルボキシル基が水酸化ナトリウム（
ＮａＯＨ）で中和された中和物であり、カルボキシル基の水酸化ナトリウムによる中和度
は７０モル％である。
【０２７１】
　（スラリーＢの作製）
　不定形樹脂粒子ａを不定形樹脂粒子ｂに変更したこと以外はスラリーＡと同様にして、
樹脂含有粒子Ｂが１０％含まれるスラリーＢを得た。
【０２７２】
　（スラリーＣの作製）
　不定形樹脂粒子ａを不定形樹脂粒子ｃに変更したこと以外はスラリーＡと同様にして、
樹脂含有粒子Ｃが１０％含まれるスラリーＣを得た。
【０２７３】
　（スラリーＤの作製）
　不定形樹脂粒子ａを不定形樹脂粒子ｄに変更したこと以外はスラリーＡと同様にして、
樹脂含有粒子Ｄが１０％含まれるスラリーＤを得た。スラリーＤの樹脂含有粒子Ｄは、結
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着樹脂粒子と、着色剤粒子とを含むものであった。
【０２７４】
　（スラリーＥの作製）
　ポリアクリル酸（１）３０部をドデシルベンゼンスルホン酸３０部に変更したこと以外
はスラリーＡと同様にして、樹脂含有粒子Ａが１０％含まれるスラリーＥを得た。ドデシ
ルベンゼンスルホン酸は、スルホン酸基を水酸化ナトリウム（ＮａＯＨ）で中和度が７０
モル％になるように中和して用いた。
【０２７５】
　（スラリーＦの作製）
　不定形樹脂粒子ａの配合量を６００部に変更し、イオン交換水の配合量を２３７０部に
変更したこと以外はスラリーＡと同様にして、樹脂含有粒子Ａが２０％含まれるスラリー
Ｆを得た。
【０２７６】
　（スラリーＧの作製）
　不定形樹脂粒子ａの配合量を９００部に変更し、イオン交換水の配合量を２０７０部に
変更したこと以外はスラリーＡと同様にして、樹脂含有粒子Ａが３０％含まれるスラリー
Ｇの作製を試みたが、微粒子製造装置の配管が詰まり、細粒化処理を完遂することができ
ず、スラリーＧを得ることはできなかった。
【０２７７】
　（スラリーＨの作製）
　ポリアクリル酸（１）を以下に示すポリアクリル酸（２ａ）に変更したこと以外はスラ
リーＧと同様にして、樹脂含有粒子Ａが３０％含まれるスラリーＨの作製を試みたが、微
粒子製造装置の配管が詰まり、細粒化処理を完遂することができず、スラリーＨを得るこ
とはできなかった。
【０２７８】
　ポリアクリル酸（２ａ）は、ポリアクリル酸（凝集分散剤、商品名：ジュリマーＡＣ－
１０Ｌ、日本純薬株式会社製、以下「ポリアクリル酸（２）」という）の中和物である。
ポリアクリル酸（２）は、カルボキシル基が中和されていない未中和物であるので、その
まま凝集分散剤として使用すると、水との馴染みが悪く、充分に効力を発揮することがで
きない。そこで、ポリアクリル酸（２）を１０規定（１０Ｎ）－ＮａＯＨ水溶液（１０モ
ル％ＮａＯＨ水溶液）と混合することで、所望の中和度に調製し、ポリアクリル酸（２ａ
）として用いた。ポリアクリル酸（２ａ）のカルボキシル基の水酸化ナトリウムによる中
和度は、８０モル％である。
【０２７９】
　（スラリーＩの作製）
　ポリアクリル酸（１）３０部を前述のポリアクリル酸（２ａ）４５部に変更し、イオン
交換水の配合量を２０５５部に変更したこと以外はスラリーＧと同様にして、樹脂含有粒
子Ａが３０％含まれるスラリーＩを得た。
【０２８０】
　（スラリーＪの作製）
　ポリアクリル酸（１）を以下に示すポリアクリル酸（２ｂ）に変更したこと以外はスラ
リーＧと同様にして、樹脂含有粒子Ａが３０％含まれるスラリーＪを得た。
【０２８１】
　ポリアクリル酸（２ｂ）は、ポリアクリル酸（２）の中和物であり、ポリアクリル酸（
２ａ）と同様にして調製される。ポリアクリル酸（２ｂ）のカルボキシル基の水酸化ナト
リウムによる中和度は、９０モル％である。
【０２８２】
　（スラリーＫの作製）
　ポリアクリル酸（１）を以下に示すポリアクリル酸（２ｃ）に変更したこと以外はスラ
リーＧと同様にして、樹脂含有粒子Ａが３０％含まれるスラリーＫを得た。ポリアクリル
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酸（２ｃ）は、ポリアクリル酸（２）の中和物であり、ポリアクリル酸（２ａ）と同様に
して調製される。ポリアクリル酸（２ｃ）のカルボキシル基の水酸化ナトリウムによる中
和度は、９５モル％である。
【０２８３】
　（スラリーＬの作製）
　ポリアクリル酸（１）をポリアクリル酸（凝集分散剤、商品名：ＡＣ－１０７、日本純
薬株式会社製、以下「ポリアクリル酸（３）」という）に変更したこと以外はスラリーＧ
と同様にして、樹脂含有粒子Ａが３０％含まれるスラリーＬの作製を試みたが、細粒化処
理において分散安定性を保つことができなくなって微粒子製造装置の配管が詰まり、スラ
リーＬを得ることはできなかった。これは、後述する表２に示すようにポリアクリル酸（
３）の重量平均分子量が４０００と小さすぎるためであると考えられる。ポリアクリル酸
（３）は、カルボキシル基が水酸化ナトリウムで中和された中和物であり、カルボキシル
基の水酸化ナトリウムによる中和度は９５モル％である。
【０２８４】
　（スラリーＭの作製）
　ポリアクリル酸（１）を以下に示すポリアクリル酸（４）に変更したこと以外はスラリ
ーＧと同様にして、樹脂含有粒子Ａが３０％含まれるスラリーＭを得た。ポリアクリル酸
（４）は、ポリアクリル酸（凝集分散剤、商品名：ＡＣ－２０Ｌ、日本純薬株式会社製）
を、１０Ｎ－ＮａＯＨ水溶液で中和して、中和度を９５％に調製したものである。
【０２８５】
　（スラリーＮの作製）
　ポリアクリル酸（１）をポリアクリル酸（凝集分散剤、商品名：ＡＴ－６１３、日本純
薬株式会社製、以下「ポリアクリル酸（５）」という）に変更した以外はスラリーＧと同
様にして、樹脂含有粒子Ａが３０％含まれるスラリーＮの作製を試みたが、細粒化処理に
おいて分散安定性を保つことができなくなって微粒子製造装置の配管が詰まり、スラリー
Ｎを得ることができなかった。これは、後述する表２に示すようにポリアクリル酸（５）
のカルボキシル基の中和塩がアンモニウム塩であるので、細粒化処理中にアンモニアが蒸
発し、中和度が低下したためであると考えられる。ポリアクリル酸（５）は、カルボキシ
ル基が塩化アンモニウムで中和された中和物であり、カルボキシル基の塩化アンモニウム
による中和度は９０モル％である。
【０２８６】
　（スラリーＯの作製）
　ポリアクリル酸（１）をポリアクリル酸（凝集分散剤、商品名：ＡＣ－２０Ｈ、日本純
薬株式会社製、以下「ポリアクリル酸（６）」という）に変更したこと以外はスラリーＧ
と同様にして、樹脂含有粒子Ａが３０％含まれるスラリーＯの作製を試みたが、細粒化処
理においてスラリーの粘度が高すぎて微粒子製造装置の配管が詰まり、スラリーＯを得る
ことができなかった。これは、後述する表２に示すようにポリアクリル酸（６）の数平均
分子量が１０００００と大きすぎるためであると考えられる。ポリアクリル酸（６）は、
カルボキシル基が水酸化ナトリウムで中和された中和物であり、カルボキシル基の水酸化
ナトリウムによる中和度は９５モル％である。
【０２８７】
　（スラリーＰの作製）
　ポリアクリル酸（１）を以下に示すポリアクリル酸（７）に変更したこと以外はスラリ
ーＧと同様にして、樹脂含有粒子Ａが３０％含まれるスラリーＰを得た。ポリアクリル酸
（７）は、ポリアクリル酸（凝集分散剤、商品名：ＡＣ－２０３、日本純薬株式会社製）
を１０Ｎ－ＮａＯＨ水溶液で中和して、中和度を９５％に調製したものである。
【０２８８】
　（スラリーＱの作製）
　ポリアクリル酸（１）を以下に示すポリアクリル酸（８）に変更したこと以外はスラリ
ーＧと同様にして、樹脂含有粒子Ａが３０％含まれるスラリーＱを得た。ポリアクリル酸
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（８）は、ポリアクリル酸（凝集分散剤、商品名：ＡＣ－１０Ｎ、日本純薬株式会社製）
を１０Ｎ－ＮａＯＨ水溶液で中和して、中和度を９５％に調製したものである。
【０２８９】
　（スラリーＲの作製）
　ポリアクリル酸（１）をポリイタコン酸（凝集分散剤、商品名：ＡＣ－７０Ｎ、日本純
薬株式会社製）に変更したこと以外はスラリーＧと同様にして、樹脂含有粒子Ａが３０％
含まれるスラリーＲを得た。前述のポリイタコン酸ＡＣ－７０Ｎは、カルボキシル基が水
酸化ナトリウム（ＮａＯＨ）で中和された中和物であり、カルボキシル基の水酸化ナトリ
ウムによる中和度は９５モル％である。
【０２９０】
　スラリーＡ～Ｒにそれぞれ含まれる樹脂含有粒子Ａ～Ｄの種類、スラリー中の濃度、体
積平均粒子径および変動係数、ならびに凝集分散剤の種類およびスラリー中の濃度を、表
２に示す。表２には、凝集分散剤中のポリマー、すなわちポリアクリル酸（１）～ポリア
クリル酸（８）およびポリイタコン酸の重量平均分子量（Ｍｗ）、ガラス転移温度（Ｔｇ
）、カルボキシル基の中和度、およびカルボキシル基の中和塩におけるカウンターカチオ
ンを併せて記載する。表２では、重量平均分子量を「Ｍｗ」と表記し、ガラス転移温度を
「Ｔｇ」と表記する。
【０２９１】
【表２】

【０２９２】
　＜試験例１＞
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　スラリーＡ２９４０部、塩化マグネシウム６０部を５Ｌのセパラブルフラスコに投入し
て良く混合し、プロペラ羽根を用いて１時間撹拌しながら、塩化マグネシウムが添加され
たスラリーＡの温度が室温（２５℃）から７０℃となるまで昇温させた。塩化マグネシウ
ムは、イオン交換水を溶媒として作製した２０％濃度の溶液を滴下することによって添加
した。滴下速度は、３０ｍＬ／分であった。
【０２９３】
　その後３０分間スラリーＡの温度を７０℃に保持した後、フラスコ内に氷水を投入する
とともにフラスコ自体を氷水に浸漬することによって、スラリーＡを５０℃まで冷却し、
樹脂含有粒子Ａの凝集を停止させた。樹脂含有粒子Ａが凝集してなる粒子凝集体を含むス
ラリーを、イオン交換水にて充分洗浄して粒子凝集体を単離し、粒子凝集体を乾燥させて
試験例１のトナーを得た。
【０２９４】
　＜試験例２＞
　スラリーＡを２９７０部、塩化マグネシウムを３０部に変更したこと以外は、試験例１
と同様にして試験例２のトナーを得た。
【０２９５】
　＜試験例３＞
　スラリーＡを２９２５部、塩化マグネシウムを７５部に変更したこと以外は、試験例１
と同様にして試験例３のトナーを得た。
【０２９６】
　＜試験例４＞
　スラリーＡをスラリーＢに変更したこと以外は、試験例１と同様にして試験例４のトナ
ーを得た。
【０２９７】
　＜試験例５＞
　スラリーＡをスラリーＣに変更したこと以外は、試験例１と同様にして試験例５のトナ
ーを得た。
【０２９８】
　＜試験例６＞
　塩化マグネシウムを塩化カルシウムに変更したこと以外は、試験例１と同様にして試験
例６のトナーを得た。
【０２９９】
　＜試験例７＞
　スラリーＡを２９８５部、塩化マグネシウムを１５部に変更したこと以外は、試験例１
と同様にして試験例７のトナーを得た。
【０３００】
　＜試験例８＞
　スラリーＡを２９１０部、塩化マグネシウムを９０部に変更したこと以外は、試験例１
と同様にして試験例８のトナーを得た。
【０３０１】
　＜試験例９＞
　スラリーＡ２９４０部をスラリーＦ２９５５部に変更し、塩化マグネシウムの配合量を
４５部に変更したこと以外は、試験例１と同様にして試験例９のトナーを得た。
【０３０２】
　＜試験例１０＞
　スラリーＡ２９４０部をスラリーＩ２９７０部に変更し、塩化マグネシウムの配合量を
３０部に変更したこと以外は、試験例１と同様にして試験例１０のトナーを得た。
【０３０３】
　＜実施例１＞
　スラリーＡ２９４０部をスラリーＪ２９６３部に変更し、塩化マグネシウムの配合量を
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３７部に変更したこと以外は、試験例１と同様にして実施例１のトナーを得た。
【０３０４】
　＜実施例２＞
　スラリーＡ２９４０部をスラリーＫ２９５５部に変更し、塩化マグネシウムの配合量を
４５部に変更したこと以外は、試験例１と同様にして実施例２のトナーを得た。
【０３０５】
　＜試験例１１＞
　スラリーＡ２９４０部をスラリーＭ２９７０部に変更し、塩化マグネシウムの配合量を
３０部に変更したこと以外は、試験例１と同様にして試験例１１のトナーを得た。
【０３０６】
　＜実施例３＞
　スラリー２９４０部をスラリーＰ２９７０部に変更し、塩化マグネシウムの配合量を３
０部に変更したこと以外は、試験例１と同様にして実施例３のトナーを得た。
【０３０７】
　＜試験例１２＞
　スラリーＡ２９４０部をスラリーＱ２９５５部に変更し、塩化マグネシウムの配合量を
４５部に変更したこと以外は、試験例１と同様にして試験例１２のトナーを得た。
【０３０８】
　＜試験例１３＞
　スラリーＡ２９４０部をスラリーＲ２９５５部に変更し、塩化マグネシウムの配合量を
４５部に変更したこと以外は、試験例１と同様にして試験例１３のトナーを得た。
【０３０９】
　＜比較例１＞
　塩化マグネシウムを塩化ナトリウムに変更したこと以外は、試験例１と同様にして比較
例１のトナーを得た。
【０３１０】
　＜比較例２＞
　スラリーＡをスラリーＤに変更したこと以外は、試験例１と同様にして比較例２のトナ
ーを得た。
【０３１１】
　＜比較例３＞
　スラリーＡをスラリーＥに変更したこと以外は、試験例１と同様にして比較例３のトナ
ーを得た。
【０３１２】
　以上のようにして得た試験例、実施例および比較例のトナーの物性値と、試験例、実施
例および比較例のトナーの製造条件とを表３に示す。表３における金属塩添加量とは、ポ
リアクリル酸またはドデシルベンゼンスルホン酸１００部に対する金属塩の割合（重量部
）である。また試験例、実施例および比較例のトナーの特性を以下のようにして評価し、
評価結果を表３に併せて示す。トナーの特性のうち、環境安定性および長期ランニング性
は、キャリアであるフェライト粒子（パウダーテック社製、体積平均粒子径６０μｍ）と
トナーとを９５：５（キャリア：トナー）の重量割合で混合して作製した現像剤を用いて
評価した。
【０３１３】
　〔環境安定性〕
　得られた現像剤を、（ａ）気温２０℃、湿度８０％の常温高湿（ＮＨ）環境下および（
ｂ）気温１０℃、湿度２０％の低温低湿（ＬＬ）環境下において、それぞれボールミルに
て３０分間撹拌した後、トナーの帯電量を測定した。（ｂ）の低温低湿（ＬＬ）環境下で
のトナーの帯電量に対する（ａ）の常温高湿（ＮＨ）環境下でのトナーの帯電量の比率（
ＮＨ／ＬＬ）を帯電変化率として求め、環境安定性の評価指標とした。環境安定性は、帯
電変化率が０．８５以上である場合を非常に良好（◎）と評価し、０．８０以上０．８５
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△）と評価し、０．７０未満である場合を不良（×）と評価した。帯電変化率が０．７０
以上であれば、実使用上における合格レベルと判断される。表３では、帯電変化率を「Ｎ
Ｈ／ＬＬ」と表記する。
【０３１４】
　〔長期ランニング性〕
　得られた現像剤を、市販のデジタルフルカラー複合機（商品名：ＭＸ－２０００Ｆ、シ
ャープ株式会社製）の現像槽に投入し、気温２０℃、湿度５０％の常温常湿（ＮＮ）環境
下において、前述のデジタルフルカラー複合機で、Ａ４サイズの白紙画像を１００００枚
印刷し、１００００枚目に形成された白紙画像の白紙部分におけるかぶりの有無およびか
ぶりの程度を目視観察によって判断した。目視観察の結果に基づいて、トナーの長期ラン
ニング性を評価した。トナーの長期ランニング性は、かぶりが確認されない、またはほぼ
かぶりが確認されない場合を良好（○）と評価し、少しかぶりが確認される程度である場
合を利用可（△）と評価し、容易にかぶりが確認できる場合を不良（×）と評価した。
【０３１５】
　〔変動係数〕
　前述のコールター株式会社製のコールターマルチサイザーＩＩＩ（アパーチャー径１０
０μｍ）で測定して得られたトナーの体積粒度分布の変動係数を以下の基準で評価した。
　　　◎：非常に良好。変動係数が２５％以下である。
　　　○：良好。変動係数が２５％より大きく３０％以下である。
　　　△：利用可。変動係数が３０％より大きく４０％以下である。
　　　×：不良。変動係数が４０％より大きい。
【０３１６】
　〔総合評価〕
　トナーの環境安定性、長期ランニング性および変動係数の評価結果を総合して、トナー
の特性の総合評価を行なった。総合評価は、各評価項目における評価結果に以下の基準で
点数を付け、各項目の合計点数を計算し、合計点数を評価指標として評価した。
　　　◎：非常に良好。・・・３点
　　　○：良好。・・・・・・２点
　　　△：利用可。・・・・・１点
　　　×：不良。・・・・・・０点
【０３１７】
　総合評価の評価基準は以下のようである。
　　　Ａ：非常に良好。各項目の合計点数が７～９点である。
　　　Ｂ：良好。各項目の合計点数が５～６点である。
　　　Ｃ：利用可。各項目の合計点数が３～４点である。
　　　Ｄ：不良。各項目の合計点数が０～２点である。
【０３１８】
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【表３】

【０３１９】
　表３に示すように、結着樹脂および着色剤を含む樹脂含有粒子を、アニオン性極性基を
主鎖に結合するポリマーを含む本発明の凝集分散剤と、２価以上の金属塩とを用いて凝集
させて得た実施例１～３、試験例１～１３のトナーは、変動係数が３５以下と小さく、均
一な大きさを有するものであった。また実施例１～３、試験例１～６および試験例９～１
３では、２価以上の金属塩の添加量が６５～３００重量部にあり、好適であるので、体積
平均粒子径が４～８μｍの範囲にある粒子凝集体を得ることができ、画像形成に好ましい
粒子径のトナーを得ることができた。
【０３２０】
　２価以上の金属塩を用いる代わりに１価の金属塩を用いた比較例１のトナーは、粒子凝
集体の大きさにばらつきがあるとともに、金属塩の添加による樹脂含有粒子の凝集度合が
小さく、粒子凝集体の大きさが小さくなったので、トナーとして使用するには不適であっ
た。また着色剤粒子の分散径が大きく、結着樹脂粒子と着色剤粒子とを含む樹脂含有粒子
Ｄを用いた比較例２のトナーは、変動係数が大きく、均一な粒子径の粒子凝集体を作製す
ることができなかった。また分散剤として分子中にスルホン基を１つ有するドデシルベン
ゼンスルホン酸を用いた比較例３のトナーは、粒子凝集体の大きさにばらつきがあるとと
もに、２価以上の金属塩を使用しても樹脂含有粒子の凝集度合が小さく、粒子凝集体の大
きさが小さくなったので、トナーとして使用するには不適であった。
【図面の簡単な説明】
【０３２１】
【図１】本発明の凝集分散剤に含まれるポリマー１の水性媒体中での状態を模式的に示す
図である。
【図２】本発明の樹脂含有粒子の凝集体の製造方法の一例を説明するためのフローチャー
トである。
【図３】オープンロール方式の混練機１１における要部の構成を概略的に示す斜視図であ
る。
【図４】本発明のトナーの製造方法に好適に用いられる高圧ホモジナイザ３１を簡略化し
て示す系統図である。
【図５】耐圧ノズル４１の構成を模式的に示す断面図である。
【図６】減圧モジュール４３の減圧部材の構成を模式的に示す断面図である。
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【図７】凝集・加熱ユニット３３の減圧モジュール４５の減圧部材の構成を模式的に示す
断面図である。
【図８】本発明の実施の一形態である現像装置１１４を備える画像形成装置１０１の構成
を示す透視側面図である。
【図９】本発明の実施の一形態である現像装置１１４の構成を示す断面図である。
【符号の説明】
【０３２２】
　１　ポリマー
　２　アニオン性極性基
　３　主鎖
　４　金属イオン
　３１　高圧ホモジナイザ
　３２　細粒化ユニット
　３３　凝集・加熱ユニット
　３４　配管
　３５　タンク
　３６　送りポンプ
　３７　加圧ユニット
　３８　加熱ユニット
　３９　耐圧性容器
　４０　切換部
　４１ａ　第１の耐圧ノズル
　４１ｂ　第２の耐圧ノズル
　４１ｃ　第３の耐圧ノズル
　４２，４６　冷却モジュール
　４３　減圧モジュール
　４４　耐圧ノズル
　４５ａ　第１の減圧モジュール
　４５ｂ　第２の減圧モジュール
　４５ｃ　第３の減圧モジュール
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